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はじめに

国の経済発展は多かれ少なかれ地域の経済格差の展開に依存している。国内のすべての地

域が同じ水準と速度で発展するわけではない。個々の地域のもつ風土的特性,経済的，社会

的特性によってその発展が規制されるばかりでなく，中央政府の投資や財政的援助の政策に

よっても著しい影響を受けることになる。

本書では，特に地域人口に焦点をおいて地域開発と人口との関連について研究を行ったも

のである。日本においては，地域開発と人口移動との間に深い関係がみられる。特に，大都

市を中心とする経済開発の傾向が著しく，その結果として地方農村県から大都市・大都市圏

に向かっての巨大な人口移動が行われてきた。それは人口の地域分布の著しい不均衡をもた

らした。人口学的にみて重要なことは,地域人口の人口動態の異常な変化と年齢概造分布の

不均等が生じたことである。いわゆる過密・過疎問題であり，人口の－極集中問題である。

このような人口の異常な地域的変動は開発に対して重要な影響をもたらすことになる。理論

的には人口転換の地域版という新しい課題を提示することにもなる。

本書ではこのような地域を場として人口をとらえ，労働力，家族，生活，女性といった重

要なトピックについて検討を行ったものである。日本における地域人口の変動がはげしいだ

けに，開発との関係についての経験が，アジアの諸国の地域開発・人口の政策研究に多少な

りとも貢献できれば幸いである。

終わりに，本書制作事業に当たり，多大なご支援をいただいた（財）日本船舶振興協会

(笹川良一会長）ならびに国連人口基金（Ｎ・サディック事務局長）に感謝申し上げる。

平成４年３月

財団法人アジア人口・開発協会

理事長代行前田福三郎
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第１章人ロ転換,産業転換と地域開発

日本大学人口研究所名誉所長

黒田俊夫



はじめに

人口現象,特に出生,死亡を中心とした動態現象は経済発展と密接な関係がある。しかし，

そのかかわりかたは時代により，国により決して一様ではない。ヨーロッパ諸国における歴

史的経験の分析を通じて一般化した考えかたを体系的に示したものが人口転換理論と呼ばれ

るものである。これは，高出生率と高死亡率の秩序から低出生率と低死亡率に特徴づけられ

た新しい秩序へ移行していく過程を説明したにすぎないもので，決して理論とか法則と呼ば

れるものではないといった批判もある】)。どのような時代にもどの国にも普遍的に適用され

るような社会経済現象についての一般理論がない以上,西欧の近代社会の人口・経済の関係

構造の多くの経験を一般化しようとしたところに，Blacker（ＯＰ.)，Thompson（ＷＳ.)，

Notestein（F､Ｗ､）等)による人口転換研究の意義があるといえよう。

しかし，このようなモデル化された西欧社会の人口転換過程に類似している経験が西欧文

化圏以外の社会においても，第２次大戦後おいて続発している。

第２次大戦後,西欧文化圏外の日本において，西欧文化圏諸国が長期にわたって達成した

人口転換を異常な速度で完成した。経済,社会,政治,文化のすべての分野において，西欧

とは全く異なった土域の中で，人口転換のみごとな花が咲き結実した。そして，やがて日本

のこの経験は，地理的に，歴史的に，文化的に類似したパターンをもったシンガポール，台

湾,香港,韓国，中国へと急速に普及していった。このような出生，死亡の低下といった文

化的パターンは，さらにタイ，マレーシア，インドネシアといったアセアン諸国へと波及し

つつある。

西欧文化の経験を基盤とした人口転換理論（今日では仮説と呼んだ方が適切と思われる）

を古典的人口転換理論とするならば，今日の非西欧文化圏諸国における人口転換はどのよう

な仮説によって説明されなければならないのであろうか。

もっとも著しい特徴は，西欧の人口転換では,特に出生率の変化が経済開発の水準に依存

していること，いいかえれば出生率の低下は経済成長の結果としての副産物であるという見

解である。そしてまた，多くの場合,死亡率の低下は経済開発にともなって可能となり，そ

のあと時間的おくれをもって出生率が低下し始めるという。このように，人口転換は経済成

長の結果として引きおこされるとする点に古典的人口転換モデルの本質的特徴があるといえ

よう。
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しかし，前述の如く一部の開発途上国では著しい経済発展,生活水準の上昇を欠如しなが

らめざましい人口転換，すなわち顕著な出生率低下を実現しつつある。このことは，いわゆ

る古典的人口転換理論は，非西欧的環境に適用できるだけの有効性をもっているかという疑

問を提起することになる3)。さらにいいかえれば,人口政策，特に出生力抑制政策は著しい

経済発展がなくとも出生率低下を達成できるかという問題である。

以上の問題は，人口転換と開発との関係についての問題提起でもある。日本は非西欧文化

圏の国である。この国の人口転換はその意味では，アジア文化圏の経験であり，その分析は，

上述の問題提起に対する解答の一端として貢献できるように思われる。

本章においてはアジアの多くの諸国において，近代化のための基本的条件としての人口転

換と産業転換（経済構造の高度化）の先駆的経験である日本について，その特徴をあきらか

にすると共に，さらに日本の国内における地域開発を人口転換との関連で考察する。

１アジアにおける人口転換と産業転換

古典的人口転換の基礎となっている経済開発を主因とする人口転換,特に出生力の低下論

はもはや今日では支持を失ないつつある。家族計画プログラムに支えられた教育や保健の改

善こそ出生率低下の最短距離の政策であり，純粋の経済指標は出生率の変化,差異の説明に

ほとんど意味をもっていない。経済的要因よりも社会的要因が出生力低下の背後にある基本

的要因であるという見解が強まってきている｡。

人口と開発の関係において，古典的人口転換論は開発を主体としているが，このような一

方を要因とし，他方を結果とみなすことは今日の第３の国々の人口転換を十分に説明するこ

とはできない。

人口と開発の連鎖が,開発から人口への一方通行ではなく，人口から開発への影響のつな

がりがあるとする考えかたは，今日では一般的であるといえよう`)。家族計画を中心とする

出生力低下政策が，開発の段階に関係なく多かれ少なかれ有効であることはいうまでもない。

しかし，重要な点は，十分な開発が欠如している場合にも家族計画政策が有効に機能するか

否かということである。開発の進展が人口転換を促し，反対に人口転換の進展は開発を容易

にするといった相互補完関係が,第３世界の国々においてみられ始めている。開発の高度化

いいかえれば経済成長は家族計画の普及を促進し，家族計画による出生力のコントロール，

そして高い人口増加率の低下は経済成長を強化することとなる。人口政策による強力な出生
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力抑制と高度経済成長の政策を同時に実行することによって，人口と開発の両者の相乗効果

の成果をあげたのはシンガポールといえよう。

低水準の開発の下における家族計画プログラムによる出生力低下の可能性については，な

お事例としての分析の段階にあるが，次第にその成果が増大しつつある`)。

人口転換について注目すべきは，ある国の経験が連鎖的に波及していく可能性である。非

西欧文化圏のアジアの１国である日本のめざましい先駆的経験は，欧米先進諸国に限定され

た現象でないことを立証したものであり，筆者はかつてこのような過程を経済的波及効果に

対して人口学的波及効果と呼んだことがある，)。このような波及効果は文化が著しく類似し

ていたり，地理的に接近し，歴史的に深い交流をもった地域にもっとも早く発現する可能性

がある。たとえば,儒教文化を等しくもっている韓国，台湾，シンガポール，香港といった

地域における人口転換の波及は著しかった。しかし，中国本土は竹のカーテンといわれた鎖

国政策をとっていたため，このような周辺地域の人口転換よりもおくれて始まった。

日本を出発点とする人口転換の連鎖的継起を人口転換指数によって示すと，表１の如くで

ある8》。

ここでは出生力を合計特殊出生率（TFR）により，死亡秩序を平均余命（正確には出生時

平均余命）によってあらわしてある。出生力が最高（アジアでは1990年イエメンの7.6）か

ら最低（ここでは置換水準の2.1とする）までの5.5の距離をどこまで達成したかを計算し，

さらに平均余命については最短のアフガニスタンの43年（アジアで最短寿命，1990）をとり，

最高は日本の79年（1990）をとり，最高最低の差である36年の距離を個々の国がどれだけ進

んだかを計算した。合計特殊出生率も平均余命も人口転換完了に対する貢献度をそれぞれ0.5

とし，両者ともに0.5であれば合計は1.0となり，人口転換を完了していることを意味する。

表１には合計特殊出生率と平均余命の外に，開発水準を反映する指標として１人当たりＧＮ

Ｐをかかげておいた。

人口転換指数をみると日本の1.00を筆頭として,指数の水準にしたがって表示してある。

香港，シンガポールはほぼ人口転換過程を完成しているものと考えてよい。次いで韓国と中

国は90％に近い人口転換指数であって，その完成に著しく接近している。アセアン諸国につ

いてはタイが83％の高水準にあり，マレーシアがタイを追っており，インドネシアとフィリ

ピンが若干おくれていることが理解される。儒教文化圏と考えられる諸国が人口転換の高水

準を達成していること，そしてこれらの諸国に引き続いて地理的に，歴史的に密接な関係を

もっているアセアン地域が人口転換の段階を秩序よく進行している。みごとな雁行形態的展

開ともいえるであろう。
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ここで注目すべき点は，われわれの１つの重要課題である人口転換と開発との関係である。

開発の段階,水準をあらわす経済的指標としての１人当たりGNPが示してある。出生力指

標としての合計特殊出生率は日本，香港の1.5,1.4を頂点として下方に向って規則的に増大

しており，また出生時平均余命は日本の79年を頂点として下方に向ってほぼ規則的に低下す

る傾向を示している。このような出生，死亡の傾向に対応して，開発指標としての１人当た

りGNPは，日本の21,020米ドルを最高として下方に向って減少傾向を示している。このよう

なcross-sectionalにみた人口転換の段階別構造は，いわゆる古典的人口転換のモデルに対応

している。開発が高度化することが人口転換に有利であることは，今日の第３諸国において

も同様である。しかし注目されることは中国の開発水準と人口転換の事例である。１人当

たりGNPはわずかに330米ドルにすぎないのに，出生力指標としての合計特殊出生率はすで

に2.2を実現し，出生時平均余命もまた韓国と同じ71年を達成しており，その結果として人口

転換指数は90％に近い段階を実現している。この中国の１人当たりGNPは，人口転換指数

がここで示された諸国の中でもっとも低いフィリピン（65％）の630米ドルの半分にすぎな

い。このことは，開発（あるいは経済成長）が低水準であり，かつおくれていても，出生力

の低下や死亡率の改善，いいかえれば人口転換が可能であることを示唆している。この場合，

出生力低下の要因は，開発ではなくて人口コントロール，いいかえればすぐれた効率的な家

族計画プログラムであることを示唆している。中国の場合，国際比較によって政策の効果を

示すことができるばかりでなく，国内の省単位によってもより明確にその可能性を見出すこ

とができる。特に，中国の場合,省の人口規模が極めて大きく，国単位の比較に劣らない意

義をもっている。Freedman達は経済的に著しくおくれている四川省（人口１億700万人，

1990）の出生力が,経済的にはるかに高度な発展を示している遼寧省（約4,000万人，1990）

のそれよりもはるかに低いことを立証している,)。また,黒田は,工業化都市化,文盲率の

経済的,社会的指標と出生率との関係について,経済的,社会的発展の著しくおくれた四川

省と江蘇省を，反対に経済的,社会的発展の著しい遼寧省と吉林省の２つのグループを比較

し，開発のおくれた地域での出生力が決して高くない，むしろ低い傾向のみられることを指

摘したKO)｡それは，四川省のすぐれた家族計画プログラムが経済的,社会的低開発の不利な条

件を越えて出生力低下を実現していることを示唆している。

次に注目すべきは人口転換の波及あるいは継起の速度と条件である。表１にみられる人口

転換の水準は国によって著しく異なっている。このことは人口転換,特に出生に対する諸要

因，たとえば子供についての価値観,家族制度,乳幼児死亡率等の社会・文化的要因や政府

の家族計画プログラムの成熟度，さらには開発の段階,産業構造,生活水準といった経済的

－１２－



要因が国によって異なっていることを反映している。そしてさに注目すべき点は，日本から

始まった人口転換が伝播する場合,地理的,歴史的,文化的類似性と情報伝達の密度，頻度

に強く影響を受けることである。社会文化的類似性に加えて，高度の経済成長や積極的な家

族計画プログラムが行われると，出生率低下は著しく加速されることになる。シンガポール，

台湾,韓国は，このような文化,経済,政策の３つが相互補完的に作用して出生力の急激な

低下を実現したすぐれた事例であるといえよう。

しかし，いずれにしても重要なことは，人口転換完成の過程と速度は個々の国のもってい

る独自の社会経済的要因，文化的要因とその国にもっとも適当した家族計画プログラムの

実行に依存しているということである。

２人□転換と地域開発

第１節においてはアジアにおける人口転換と開発（産業転換あるいは経済成長の意味）に

関連する問題を国を単位として考察してきた。その結論は，古典的人口転換論の基本的仮説

となっている経済開発が人口転換を誘導するという開発主導論は決定的な意義をもった普遍

的なものではないということu)，そしてたとえいわゆる蝋西欧化〃といった開発が未成熟で

あっても適切な家族計画プログラムによって人口転換を誘発させることは可能であること”，

そしてまたⅢこのような人口増加抑制政策と同時に適切な開発政策によって経済成長が実現

されると，人口と経済の相互補完の相乗効果を通じて急速な人口転換が可能であることI3)，

であった。

本節においては，国の内部における地域開発と人口転換の関係を，日本について検討する。

地域別にみた人口転換の性格は，国を単位とした場合の人口転換とは基本的に異なっている。

第１は，地域の人口動態の変化には地域間人口移動の影響があるということである。１国の

人口動態に人口移動が大きく影響することは極めて稀であり，人口転換論では一般に考慮さ

れない､。しかし，国内の地域別にみた人口動態は，経済の地域格差の発展にともなって人

口移動が激化する可能性があり，その結果として大きく変化する。地域開発論においては，

このような人口移動による人口動態の変化は無視することはできない。したがって，地域人

口の動態は，大量の人口移動が持続して行われると著しい変化を示すことがある。この場合

の動態変動は，いわゆる人口転換と区別して剛地域〃人口転換とも呼ぶべきであろう。第２

は，地域人口における人口動態のこのような変化を人口転換論の中で取りあつかわれたこと
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はない。第３は，このような地域人口転換の過程は人口移動の結果として発生するため，そ

の展開過程はいわゆる人口転換論における段階的変化とは基本的に異なっている。第４は，

このような猟地域"人口転換の研究は，いわゆる人口転換論に新しい視点を提供することも

予想される。

日本における噸地域"人口転換の展開過程を単純に模式化してみよう。

第１段階は近代化の初期である。工業化,都市化が始まる。都市では出生率，死亡率とも

に低下傾向を示し，したがって自然増加率は低い。他方,農村部では出生率，死亡率ともに

高く，自然増加率は低い。この時期には都市を中心として開発が進展するが,これにともなっ

て農村から都市への人口移動も次第に増加し始める。人口動態もこのような開発と人口移動

の影響を受けて自然増加率は都市での低下,農村での高水準が維持される。

第２段階は，高度経済成長と人口の大量移動が進行する。人口移動の大部分は若い結婚年

齢期の人口であり，かつ死亡率のもっとも低い年齢層であるため，その結果として都市の出

生率の上昇と死亡率の低下，そして他方ではこの若年齢層を送出した農村では出生率の低下，

死亡率の上昇が生ずる。したがって都市では人口の増加率の拡大,農村では人口増加率の低

下，あるいは人口減少さえ発生する。都市のこの人口動態のパターンは,古典的人口転換の

第２段階に，農村のそれは第３段階に対応している。しかし，この対応は形式的なものであっ

て実態ではない。この人口移動を通しての人口動態の形式的な変化は，地域人口ならびに開

発に対して重要な影響をもたらすことに留意する必要がある。それは，年齢構造変動とその

直接的影響である。都市では大過の青壮年人口の流入によって年齢構造は、若年化〃するの

に対して，農村人口は反対にこの青壮年人口の喪失によって人口は老年化する。また，都市

では人口，産業の集中により過密化の弊害,規模経済の利益の消滅が生じ，農村では青壮年

労働力不足により経済の活力を失なうことになる。

この第２段階は，地域の経済格差の拡大にともなう人口移動の大量化によって生ずる熟地

域〃人口転換によって特徴づけられる。しかし，この第２段階は開発論の観点からみてもⅡ

人口の国内地域分布からみても著しい格差の結果であるが，このような開発・人口の不均衡

がなお今後も無限に持続することはありえないと考えられる。

第３段階は，このような極端な不均衡の是正傾向によって特徴づけられる。人口からみれ

ば大都市圏からの地方への再分散であり！いわゆるＵターンである。開発からみれば地方の

地域開発の展開である。過密・過疎のもたらす経済的,社会的,文化的矛盾は，個人，企業

などのprivatesectorの自発的移動行動を促進すると共に，他方において政府の対策，たと

えば－極集中の是正といった政策が打出される事になる。いいかえればこの第３段階は人口
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移動のＵターン，人口分布の再分散を通じての蝋地域〃人口転換の均衡化の傾向によって特

徴づけられる。それはまた，出生率,死亡率，そして自然増加率の地方的格差の均衡化の過

程である。

なお，第２の段階における蝋地域〃人口転換において，農村県では出生率の低下，死亡率

の増大によって，自然増加率が低下する傾向が続くとさらに出生率が死亡率よりも低くなり，

人口動態のマイナスへの逆転が生ずる。このような逆転現象は都道府県単位でみると1990年

に高知県が始めてマイナスとなったが,市町村単位でみるとこのようなマイナス現象をみせ

ている地方自治体は極めて多い。このような人口の自然減の基本的要因が人口流出によるも

のである以上，この自然減と社会減が重複して地域人口の減少に拍車をかけることとなり，

地域開発に深刻な影響をもたらすことになる。

このような自然増加率が過疎地域全体としてマイナスになったのは1987年からであって，

同年は0.04%､，さらに1988年は0.70%０，１９８９年は1.53%oと増大している②。

次に,日本における蝋地域"人口転換についてⅢ代表的な都市化の著しい県と農村県をと

りあげて考察してみよう。第２表では都市県として東京，神奈川，埼玉，千葉の１都３県，

農村県として島根,鳥取,高知,鹿児島の４県を対象とした。1955年以降1990年に至る45年

間について，５年間隔に省略して出生率，死亡率，自然増加率の変化を示しておいた。

まず，出生率についてみよう。都市県の出生率は1955年から1970年にかけて著しい増大が

みられるのに対して，農村県ではこの期間に顕著な低下をみせている。1950年代後半から

1960年代，1970年代の前半にかけて農村県から大都市県に向って生じたはげしい人口移動が

両地域の人口動態にもたらした影響をあらわしている。1955年の埼玉,千葉の高い出生率は

これらの県が当時なお農村県の性格が強かったことによるものである。当時，唯一の都市化

の著しい東京都の出生率は農村県の鹿児島県等に比較してすでに著しく低かった。

1970年代後半以降,都市県の出生率の低下が始まる。この時期,農村県においても1975年

頃,低下傾向が一時停止したが，それ以降再び急激な低下が生じている。しかし，1975年以

降の都市県の出生率の低下速度が農村県のそれよりもはげしいため，1980年代後半には都市

県,農村県の出生率はほぼ同水準に達し，均衡状態を示すに至った。

他方,死亡率についてみると，1955年当時都市県の死亡率，特に都市化傾向の著しい東京，

神奈川ではすでに農村県のそれよりもはるかに低水準にあった。人口移動の急速な増加にと

もなって，都市県の青壮年人口の割合の増大,農村県の高齢人口割合の増大の影響を受けて，

農村県の死亡率は1970年代の前半まで上昇傾向を示した。これに対し都市県では1970年代後

半まで低下傾向を持続した。1980年代においては，都市県,農村県のいずれにおいても横ば
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い状態にあるが,死亡率自体の水準に両者の間に著しい格差が残されている。都市県の５％０

に対して農村県では９％･の高水準にある。農村県の高い高齢人口割合,都市県の低い高齢人

口割合の持続していることの影響を示している胸)。

このような出生率,死亡率の動向の差としての自然増加率の推移をみてみよう。第１点は，

都市県における自然増加率の著しい増加傾向が1970年代の前半まで持続している。1970年の

東京都,千葉県は1.5％，神奈川県,埼玉県は1.8％に達している。しかし，農村県ではこの時

期においては極端な減少傾向を示し，1955年に比較して1970年では半分以下に，鹿児島県で

は３分の１以下にまで低下している。1970～75年以降,都市県,農村県のいずれにおいても

再び顕著な低下を示していることが注目される。1990年において都市県では東京都の2.8%ｏ

を最低として神奈川県,埼玉の5.0%oが最高となっている。農村県では高知県のマイナス0.6

%0が最低で，鳥取の1.9%･が最高となっている。この低い自然増加率水準においても，都市県

の方が農村県よりも高くなっている。都市県の自然増加率は全国水準よりやや高いが，農村

県でははるかに低く，自然増加率零の水準に接近しつつあるように思われる。

国内における地域開発は，人口移動を通じて生ずる人口動態の変化いいかえれば、地域ｆ’

人口転換によって重大な影響を生ずることになる。また，地域開発の地域的バランスの回復

によって，人口移動の方向転換が可能となり人口転換の調整を促進することが期待される。

日本人口の人口転換のマクロの経験のみならず,地域人口における、地域〃人口転換と開

発の経験は，人口転換の異なった段階にあるアジアの国々にとっても政策上興味深い先例と

なるであろう。
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表１人ロ転換の連鎖的継起一人ロ転換指数から－

合計特殊出生率

(TFR)(1990）

出生時平均余命

（:｡）(1990）

人ロ転換指数

（％）
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(ＵＳ＄）(1988）
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７
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７
７
６
７
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６

５
４
６
６
２
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６
１
９

●
●
●
●
●
■
●
●
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１
１
１
１
２
２
３
３
３

Ⅲ
閑
妬
的
朋
朋
泥
的
閲

●
●
●
●
●
●
●
０
●

１
０
０
０
０
０
０
０
０

21,020

9,220

9,070

3,600

３３０

1,000

1,940

４４０

630

資料合計特殊出生率，出生時平均余命および１人当たりＧＮＰはUNFPA（UnitedNations

PopulationFund）：TheStateofWorldPopulationl991による。
備考人口転換指数は次式により３１甥[等。

指数＝0.5〔(7.6-ＴＦＲ)／5.5〕＋0.5〔１－(７９－．e･)／36〕

出生率はアジアで最高のイエメンの7.6から置換水準の2.1までの5.5に対する個々の国の低下分の
割合を計算し，死亡率についてはアジアで最高の出生時の日本の出生時平均余命79年に対し，最低
のアフガニスタンの平均余命43年から個々の国での改善年数を計算し，４３年から79年までの36年の

寿命に対しどれだけの改善したかを算定する。出生,寿命ともにそれぞれの貢献割合を等しく０．５
とし，合計が1.0となる場合は人口転換完了を意味する。なお，合計特殊出生率が2.1以下である場
合は，低下を完了したものとみなす。
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表２典型的都市県と農村県における翻地｣§ｒ人ロ転換
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第２章労働力人ロの需給と経済発展

日本大学法学部教授

岡崎陽一



はじめに

戦前から過剰人口，過剰労働力の問題に悩まされていた日本経済は，戦後の復興計画にお

いても，労働力の過剰が１つの大きな問題であった。資本,資源，技術が不足であった当時

において労働力だけが過剰であったということは一見矛盾した事実と思われるかもしれない

が，しかし，産業構造の高度化と生産性の向上によって国民生活の改善を図ろうとするかぎ

り，過大な労働力の存在はどうしても大きな問題であった。

いうまでもなく，人口あるいは労働力は，短期的にはもちろんのこと，かなり長期的にみ

ても，一定の与えられた与件として受け取る必要があり，したがって過剰労働力問題の解決

のためには，経済の高度な発展が必須の条件とならざるをえないわけである。

戦後，日本経済が1950年代中頃から高度成長を実現することができた背景には，多くの要

因が働いたことはいうまでもないが，しかし，一方，当時の経済政策担当者にとっては高度

経済成長は戦前以来の過剰人口，過剰労働力問題を解決するための唯一の方策として意識さ

れていたにちがいない。

高度経済成長は，労働力に対する需要を喚起することによって直接的に労働問題の解決に

貢献したが，それだけではなく，人口動態に影響を与え，さらに労働力率にも影響すること

によって労働力の供給を抑制する効果を発揮した。さらには農村から都市への労働力を促進

することによって，人口・労働力の地域分布を大きく変化させた。そして日本の国土利用に

ついて新しい問題を提起し，あらたに地域開発の必要性を喚起するようになった。

本書の第２章として，この章では以上のような問題について考察する。

１戦後における労働力人口の変動

戦後，高度経済成長が始まる前の労働力人口増加に対する見通しとそれに対する見解の一

例を，昭和34年に発表された『人口白書』（人口問題審議会編）に見ることができる。すな

わち，「労働力の総量は大正９年から昭和25年にかけての30年にほぼ３割５分ふくらんだわ

けであるが，今後は昭和30年以降15年後の昭和45年にかけて同じ程度の膨張を実現すること

になる。これを年々の追増労働力量としてみると,戦前は約30万余であったのに対しⅡ戦後
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の昭和25-30年期にはその２倍をこえる70万余にふえており，そして現在30-35年期には毎

年85万で2.7倍という肥大期にある。しかしさらに35-40年期を見ると年平均100万をこえ，

戦前水準の３倍をこえる大きさに達する｡」（30ページ）と述べ,戦後の労働力増加がいかに

大きいものであるかを指摘し，それを前提にして,「雇用問題の上から最大の難所となるこ

の35-40年の労働力増加を増加率としてみると年率2.2％で，戦前水準のちょうど２倍にあ

たる。現在,平常的に期待される国民経済の成長率の少なくない部分はこの追増労働力人口

を在来の生活水準において扶養するために食われてしまうことになるであろうと推測される。

実際には国民生活水準の低下と貧富格差の増大におわる公算のほうが大きい｡」（32ページ）

として悲観的な結論になっている。

そこでつぎに，戦後労働力人口が実際にどのように変化したかを見ると，表１に示されて

いるとおりである。

確かに，戦後労働力人口は戦前の多産の影響をうけて,異常に増加する背景をもっていた。

この表に示されているように，労働力人口の母体になるべき15歳以上人口は15年前の出生数

が多かったために，昭和30年代から40年代前半にかけて大幅に増加するだけの理由をもって

いた。この関係において死亡率はすでに低かったために‘出生数の増加がただちに将来の労

働力人口増加に結びつくことは，あらためて指摘するまでもないであろう。それゆえ，『人

口白書』が戦前の多産を念頭において，近い将来における労働力人口の異常な膨張を予測し，

それが日本の経済に対して深刻な影響を与えるであろうと考えたのは当然のことであったと

いえるかもしれない。

しかし，現実は予測と違った方向に動いた。その最も大きい要因は後述のとおり経済の予

想外の高度成長であるが，それ以外に人口と労働力人口の接点にある労働力率が低下し，労

働力人口の母体である15歳以上人口の増加をかなり相殺する働きをしたことが重要であった。

表１をみると昭和35-40年には15歳以上の人口は年率2.3％という高い率で増加したが,労

働力人口の増加率は1.8％とかなり低い増加にとどまった。それはこの期間に労働力率がか

なり低下したことの反映である。

昭和30年には，１５歳以上人口中の労働力人口の割合（総括的な労働力率）はり男が85.3％Ⅲ

女が50.6％であったが，３５年にはそれぞれ85.0％と50.9％で，ほとんど変化していなかった。

しかし，４０年には，男が83.3％，女が49.8％となり，労働力率はあきらかに低下していた。こ

れを年齢別にみると，低下が特に著しかったのは15-19歳の若年層で，この年齢層の労働力

率は，男の場合,昭和35年に51.6％であったものが40年には38.6％となっており，女の場合

は,49.6％から37.6％に下がっている。
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戦前の多産の影響が最も大きく現れるのはさしあたり若年労働力においてであるが，戦後

義務教育が小学校６年間から中学校を含む９年に延長され！さらに高等学校への進学率が上

昇した結果として，若年層の労働力率は男女とも低下し，そのために労働力人口の増加率は

予想外に低まったのである。

その他の年齢の労働力率も，戦後いろいろな変化をした。とりわけ女子のそれは労働市場

の短期的な変動に応じて微妙に変化した。たとえば,表１において昭和45-50年期に15歳以

上人口の増加率に対して労働力人口の増加率は相対的に小さくなっているが，これは当時例

の「石油ショック」によって不況になった時期に多くの女子労働力が労働市場から引退した

ことを反映している。また，経済成長とともに，それまで多くの高齢労働力に対して就労の

場合を提供していた農業やその他の自営業のウエイトがしだいに減少したのにつれて，高齢

人口の労働力率は低下したのであった。

労働力率は労働供給に影響を与える重要な変数であり，それを考慮せずに労働供給を論じ

ることはできないが，その場合の問題は労働力率の動きには多分に経済環境によって左右さ

れるのであって，人口のように与件的な変数ではないということである。したがってこの問

題はまた後の文脈で議論することになるであろう。

ふたたび表１に戻ってそれ以後の労働力人口の変化をみると，昭和30年から45年まで，労

働力人口の年々の増加率は２％ないしそれに近い増加であって，この時期には労働力の供給

はむしろ大きかったが,４５年以降になると労働力人口の増加率はせいぜい年率１％程度とな

り，労働力の供給はむしろ窮屈になったということができる。その背景にはその表で明らか

なように，戦後出生率が下がって，労働力の供給源泉が人口上の理由で縮小したことが基本

的な原因であった。

２経済発展にともなう労働力需要の変化

昭和20年の終戦から30年までは経済復興のために費やされた１０年であったが，それ以後の

高度経済成長は日本経済の水準と構造を戦前のそれとはまったく違ったものに転換させた。

なによりもまず，年々の経済成長率が高く，しかもそれが長期間にわたって持続したこと

が大きな影響を与えた。実質国民総生産の年平均成長率は，昭和30年-35年が88％，３５－４０

年が9.0％，40-45年が11.0％となった。このように長期間にわたる高度成長の持続は，戦前

には例のなかったことであり，前述のように戦後においても予想されなかったことであった。
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ここではこの高度経済成長の原因について論じる場所ではないが，ただそれが膨大な労働

需要を引き起こす原因となり，労働力の需給関係を一変させ，また労働力の産業構造や地域

構造に著しい影響を与えたという事実に注目することが重要である。

労働力に対する需要の増加を事後的に示す１つの方法として就業者数の増加をみると，表

２に示すとおり，昭和30-35年には就業者数は3,959万人から4,404万人へ年率2.15％の増加

をした・つづく昭和35-40年には1.72％の増加，さらに40-45年には1.86％の増加であった。

この各期間における就業者数の増加率はⅢ労働力需給が最終的に均衡した事後的な数値で

あるから，前述の労働力人口の各期間における増加率とほぼ一致しているのは当然のことで

ある。しかし，この場合労働力に対する需要が大きく，その影響が強烈であったことは，表

２に示されている産業別就業者の増加率の違いを見ることによって明らかになる。労働力人

口（あるいは就業者総数）の増加率に対して第２次産業と第３次産業における就業者の増加

率は桁違いに大きいものであったが，その間のギャップを埋めたのは第１次産業であり，こ

の産業は戦後の高度成長期を通じて就業者数を大幅に減らし続けてきたのであった。

戦前，日本経済の最大の問題であった過剰労働力問題は,経済成長率が年率９ないし10％

という高度成長が持続するという異常ともいうべき成長によって解決されただけではなく，

成長産業が停滞産業の労働力を強引に吸い上げるという方法によって産業梢造の転換を推進

したのであった。あるいは，成長産業は停滞産業のなかに堆積していた潜在的余剰労働力を

吸収することによってみずからの成長を達成したということも可能である。

なお，表２で明らかなように，昭和30年から45年までの期間と，４５年から60年までの期間

では若干状況が異なっている。つまり，前期は労働力全体の増加率がかなり高かったのであ

り，また第１次産業のウエイトも戦前からの遺産としてかなり大きかった。いいかえれば，

この時期はまさに過剰労働力を吸収しつつ高度経済成長を達成した段階であったが，後期に

なると戦後の少産の影響で労働力の増加率は低下し，また潜在的余剰労働力の堆積も少なく

なってきた。その影響で就業者の増加率は低下せざるをえなかったが，その段階においても

第１次産業の労働力の減少は前期と大差なく続いていた。しかし第２次産業の就業者の増加

率は前期と比較して格段に低まっており，第３次産業においてもその就業者の増加率は前期

よりやや縮小している。これは，特に第２次産業において労働生産性向上への努力が高まっ

た，第３次産業においても同様な傾向が生まれたことを物語っている。
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３人口・労働力の地域間移動

高度経済成長は産業構造の転換を軸として進行したが,経済成長の中核になったのは，い

わゆる重化学工業あるいは重厚長大型産業といわれる一群の産業であった。それらの産業の

立地は，当初，戦前から大工業地帯として発展した京浜（東京・横浜)，京阪（大坂･神戸)，

中京（名古屋）などであったが，その後,経済の発展につれて，漸次新しい工業地帯が開発

されていった。それらの工業地帯はいずれも臨海地域にあり，伝統的な農業地域からは遠く

離れた場所にあった。

したがって，経済発展にともなう労働力需要の膨張は,必然的に，労働力の地域間移動を

引き起こすことになった。労働力移動は，まずもっとも身軽な，移動性の高い労働力の移動

を中心にして始まった。中学校あるいは高等学校を卒業して新規に就労する人達が，いわゆ

る「集団就職」のかたちで大凰に農村地域から都市の工業地域に移動した。昭和22年から２４

年のベピーブームの集団が労働力化したのは昭和30年代後半から40年代にかけてであったが，

その頃に地域人口移動のピークがみられるのは決して偶然ではなかった。もちろん，人口移

動は新規就業者だけではなく既就業者の移動や家族としての従属的な移動が含まれるので，

実際の移動数は中核的移動者数の何倍かの大きさになっている。

高度経済成長にともなう産業構造の転換と表裏して人口の地域分布の大変動が生じた。そ

の特徴を一言で表現すれば,大都市圏への人口集中である。表３には，３つの大都市圏すな

わち東京圏（東京,神奈川，埼玉，千葉)，阪神圏（大坂,京都,兵庫)，中京圏（愛知,岐阜，

三重）の人口が昭和30年以降の国勢調査ごとに集中を強めていった状況が示されている。

昭和30年当時，三大都市圏の人口は全国人口の36.0％を占めていたが，その後この割合は

さらに高まり，最近平成２年の国勢調査は47.8％という高率になったことを明らかにした。

三大都市圏というものの，なかでも勢力の強いのは東京圏であり，最近は全国人口の４分の

１以上を集めており，しかも阪神圏と中京圏の割合が近年横ばいの状態であるのに対して，

東京圏だけでは依然として勢力の衰えをみせていない。

人口の大都市集中の裏には人口を失っている地域が存在する。昭和30年と35年の国勢調査

の５年間に，全国47府県のうち26県で人口減少がみられるということが大問題になったこと

があったが，続く35-40年にもほぼ同じような状態がみられた。そのころから，大都市地域

における過密と人口流出地域における過疎という対極的な地域問題が大きく論じられるよう

になった。過密問題とは，あまりにも急速に増大した大都市地域の人口が引き起こしている
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住宅,交通など生活環境上の問題であり，過疎問題とは，若年人口の大量の流出が地域の人

口・経済・社会の維持を困難にしているという問題である。

４地域開発計画

日本における地域開発の構想は戦前にもあったが,戦後の開発計画は，昭和25年に公布さ

れた国土総合開発法によって大きく前進した。それによれば,総合開発計画は，全国総合開

発計画,都府県総合開発計画,地方総合開発計画,特定地域総合開発計画の４種類からなり，

そのほかに北海道総合開発法の制定があった。ただ，当初は主として，後進地域を開発して，

国土保全,電源開発,食糎増産,工業立地条件の整備をおこなうことを目標とした計画が立

てられた。（伊藤書市『国土開発の経済学』春秋社，1961）

全国総合開発計画は昭和36年に「国民所得倍増計画」に対応して策定されたものが最初で

あった。この計画の目標は「都市の過大化を防止し，地域間格差を縮小するという配慮のも

とに，わが国経済の長期にわたる安定的かつ高度の成長を確保するため，ただ単に自然資源

にとどまらず,資本・労働･技術等の有効適切な利用という観点から，望ましい地域的分担

関係をあきらかにすることにある｡」この目標を達成するための方法として「拠点開発方式」

の構想がとられた。この方式は「既成工業地帯以外に開発効果の最も高い地帯を選びその地

帯を発展させることにより，それに随伴して当該地帯と依存関係の深い地帯ないしは地域の

発展を促進させる」方法である。

昭和44年に策定された新全国総合開発計画（新全総）は，さきの全国総合開発計画で打ち

出された拠点開発方式の拡充･深化をねらいとするもので,拠点都市と拠点都市を結ぶ交通・

通信体系の整備と，新たに生活圏欄想が打ち出された。生活圏は地域開発の基本となる圏域

として設定されるものであるが，将来,生活圏が広域化することを考え，大都市地域におい

ては半径30-50キロ，地方の都市地域においては半径20-30キロ，農村地域においては半径

20キロ程度の地域を一次圏として，国土を再編成する，そしてこの一次（生活）圏ごとにそ

れぞれの特性に基づいて，自主的な地域開発計画を策定するものとした。

新全総のねらいは交通・通信体系の整備にあったわけで，この方針に沿って東北・上越新

幹線,高速道路,大型空港などの整備がおこなわれた。その結果として，環境破壊や過疎地

域の過疎化がいっそう深刻になった。そこで昭和５２年に第３次全国総合開発計画(三全総）

が策定された。この計画は，「大都市への人口と産業の集中を抑制し，一方，地方を振興し，
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過密過疎問題に対処しながら，全国土の利用の均衡を図りっっ，人間居住の総合的環境の形

成を図るという方式」をとることとし，この方式を「定住構想」といっている。

三全総は新全総の生活圏構想を前進させたものとみることもでき,現実に昭和50年代に入っ

て三大都市圏への人口集中が鎮静化し，人口の地方定住が進展したことによって三全総の定

住構想が実現する兆候を見ることができた。しかし，昭和50年代後半になって東京圏への一

極集中という新しい動きが生じてきた。その反面で地方圏では人口減少が再び激化して大き

な問題として意識されるようになった。ただ，最近の新しい動きは技術革新の進展,情報化，

国際化の新たな動向と密接に関連していることが明らかであり，これに対して従来とは違っ

た対応を講じる必要性が認識されている。昭和62年の「第四次全国総合開発計画」はこのよ

うな点を考慮にいれて，地域活性化のため工業の開発だけではなく，多様な産業振興施策の

展開,地方主要都市を連絡する全国的なネットワークの完成,定住構想の理念の発展をめざ

している。２１世紀を展望してこの計画が実を結ぶことが切望される。

表１戦後労働人ロの増加とその背景

労働力人口

増加率（年率）

2.0％

１８

１．９

ｑ４

ＬＯ

ＬＯ

１５歳以上人口

増加率（年率）

2.0％

２．３

Ｌ５

Ｌ３

Ｌ１

Ｌ２

期間

(昭和）

30-35年

３５－４０

４０－４５

４５－５０

５０－５５

５５－６０

１５年前５カ年

の出生数

1,103万人

1,166

1pl2

８２４

８１９

８８８

資料「国勢調査｣,「人口動態統計」
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就業者の変化
一

１次

16,291

14,389

11,857

10,146

7,347

6,102

5,419

表２̄

合ill．

39,590

44,042

47,960

52,593

53,141

55,811

58,218

1,000人，％

２次 ３次年次

昭和３０年

３５

４０

４５

５０

５５

６０

期間

昭和30-35年

３５－４０

４０－４５

４５－５０

５０－５５

５５－６０

14,051

16,841

20,969

24,511

27,521

30,911

33,488

9,247

12,804

15,115

17,897

18,106

18,737

19,206

５
０
７
５
５
５

４
８
０
２
６
３

●
●
●
●
●
●

２
３
３
６
３
２

－
－
一
一
一
一

6.73

3.37

3.44

0.23

0.69

0.50

3.69

4.48

3.17

2.34

2.35

1.61

2.15

1.72

1.86

0.21

0.99

0.85

資料国勢調査

表３三大都市圏への人口集中

年次

昭和３０年

３５

４０

４５

５０

５５

６０

平成２

昭和３０年

３５

４０

４５

５０

５５

６０

平成２

東京圏阪神圏中京圏合計

1,5421,017６８４3,243

1,7861,141７３３3,660

2,1021,307８０１4,210

2,4111,454８６９4,734

2,7041,570９４２5,216

2,8701,615９８７5,472

3,0181,6491,0255,692

3,1801,6741,0555,909

１７．１１１．３７．６３６．０

１８．９１２．１７．８３８．８

２１．２１３．２8.1４２．５

２３．０１３．９８．３４５．２

２４．２１４．０８．４46.6

24513.88.446.7

２４．９１３．６８．５47.0

２５．７１３．５８．５４７．８

資料国勢調査
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第３章地域開発と家族

厚生省人口問題研究所人口動向研究部長

清水浩昭



１問題の限定

1986年６月の「長寿社会対策大綱について｣，1987年10月の「長寿・福祉社会を実現する

ための施策の基本的考え方と目標について」（福祉ビジョン)，および1989年12月の「高齢者

保健福祉推進十カ年戦略」（ゴールドプラン）をみると，いずれも地域の特性を踏まえた在

宅福祉施策が展開されている。

この点に関連して，仲村優一教授は，「『福祉ビジョン』や『ゴールドプラン』で示された

諸施策のメニューは，ただその数凰がふえれば福祉が達成されるというものではない。高齢

者等の住む地域における保健・福祉サービスは，何よりもまず，その地域の特性を踏まえ，

地域のニーズに適合するものとして，総合的かつ計画的に展開されなければならない。また，
上ａ－マツ

老人介護の問題をはじめとする各種の高齢者福祉を現実的かつ人間的な見地から推進するた

めには，その福祉施策が展開される地域の特性とともに，高齢者自身及びその家族の生活構

造,生活の態様,生活意識を的確に把握した上での洞察と理解がなされなければならない！)」

と述べている。

とすれば,地域開発と家族とにかかわる問題は,在宅福祉推進をめぐる課題に問題を限定

して論ずることが現実的ではなかろうか2)。

小稿では，かかる認識に基づいて人口高齢化と高齢者をとりまく家族構造の地域性を明ら

かにすることを通じて，在宅福祉推進をめぐる問題点をさぐってみることにしたい。

２人口高齢化と家族構造の地域性

1985年の「国勢調査」によれば，わが国の老年人口比率は10.3％となっている。

つぎに，わが国の家族構造を後期老年層（75歳以上人口）の世帯帰属率を指標にしてみる

と，後期老年層の核家族的世帯帰属率は33.0％である。

この老年人口比率の全国値と後期老年層の核家族的世帯帰属率の全国値とを基準にして

２つの指標を組み合わせると，わが国には，

〔１〕「鹿児島・高知型」－老年人口比率が全国値を上回っていると同時に，後期老年層の

核家族的世帯帰属率も全国値を上回っている地域
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〔２〕「山形・富山型」－老年人口比率は全国値を上回っているが,後期老年層の核家族的

世帯帰属率は，全国値を下回っている地域

〔３〕「東京・大阪型」－老年人口比率は全国値を下回っているが,後期老年層の核家族的

世帯帰属率は全国値を上回っている地域

〔４〕「宮城・茨城型」－老年人口比率が全国値を下回っていると同時に，後期老年層の核

家族的世帯帰属率も全国値を下回っている地域

とが共存していることになる（図１参照)。

このような，わが国に内在する家族構造の地域性を，さらに，核家族的世帯帰属率が50％

未満の場合を「親子中心の家族｣，この比率が50％を超えている場合を「夫婦中心の家族」

とに類別3)すると，「親子中心の家族」は，山形県をはじめとする45都道府県に及び,「夫婦中

心の家族」は，東京都と鹿児島県にすぎないことになる。

そこで,「親子中心の家族」の代表例として山形県を，「夫婦中心の家族」の代表例として

鹿児島県をとりあげ,二つの地域（いずれも老齢人口比率が全国値を上回っている）におけ

る女子の年齢別世帯帰属率の動向を概観しながら，扶養・介護の問題を検討することにした

い。というのは，女子は，男子に比べて長寿であり，高齢化社会における問題は，すぐれて

女性問題であるといわれているからである。

（１）「親子中心の家族」－山形県の動向

女子の動向をみると，義務教育終了時までの生活の根拠地は「その他の親族世帯」である

が,青年期に向かうに従ってこの傾向が減少し，「核家族世帯」生活者に接近することにな

るが,「25～29歳」になると，再び「その他の親族世帯」生活者が増大し，「30～34歳」まで

増加傾向を示している。ところが，その後,「その他の親族世帯」生活者が減少し，「45～４９

歳」になると,「核家族世帯」生活者が「その他の親族世帯」生活者を上回ることになる。

しかし，「50～54歳」になると，再び「その他の親族世帯」生活者が上昇し，「75歳以上」に

なると，実に34,051人（88.4％）のものが「その他の親族世帯」で生活を送っていることに

なる。このことは，この地域における高齢者は「同居」世帯のなかで扶養・介護されている

ことになり，その扶養・介謹は,女性（時に嫁）によって担われているものと思われる。と

すれば,「同居」扶養を中心にしながら，扶養世代の扶養・介護負担を軽減することを考慮

した施策の策定が必要ではなかろうか（図２参照)。
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(2)「夫婦中心の家族」－鹿児島県の動向

女子の動向をみると，義務教育終了時までの生活の根拠地は「核家族世帯」（主に「夫婦

と子供からなる世帯｣）であるが,青年期になると「単独世帯」生活者が増加し，「核家族世

帯」生活者が減少してくるが,「25～29歳」頃から再び「核家族世帯」生活者が増加してく

る。この状況が「60～64歳」頃まで持続するが,「65～69歳」頃から「核家族世帯」生活者

が減少し，それにかわって，「単独世帯」と「その他の親族世帯」生活者が増加してくる。

しかし，「75歳以上」においても「その他の親族世帯」生活者は45.2％にとどまっている。

したがって，「その他の親族世帯」生活者が「核家族的世帯」生活者を上回るまでには至っ

ていない。この「核家族的世帯」生活者の内訳を示すと，「核家族世帯」生活者が13,192人

(23.5％)，「単独世帯」生活者が17,543人（31.2％）となっている。

これらの結果をみると，鹿児島県の高齢者は，「別居」（79,112人〔546％〕）世帯ないしは

｢核家族的世帯」（97,753人〔67.4％〕）のなかで生活していることになる。このことは，鹿

児島県では，「別居」扶獲が中心となっていることを示していることになる。とすれば，「別

居」扶養（｢施設」扶養・介護との併存）を考慮した施策の策定が求められることになろう

(図３参照)。

３地域開発と家族

以上,在宅福祉を推進するためには，地域の特性と家族構造の特質を的確に把握しなけれ

ばならないとの見地に立って，わが国の家族構造の地域性についての検討を行ってきた。そ

の結果，わが国においては，「親子中心の家族」が支配的であるが，「夫婦中心の家族」も存

在していることが明らかになった。しかも，これをライフコース（人生の軌跡）という視点

でみると，「親子中心の家族」においては，後期老年層において「同居」率が高いのに対し

て，「夫婦中心の家族」においては,後期老年層においても「別居」率が比較的高いことも

明らかになってきた。

とすれば，在宅福祉を推進するためには，家族構造の地域性と後期老年層において顕在化

する問題点の差異4)とを投影した地域高齢者福祉施策を策定することが必要となってくる。

ともあれ，このような視点に立って地域高齢者福祉施策を策定することが「地域住民総体

の幸福｣5)をもたらすことになると同時に，かかる「地域住民総体の幸福」の実現は，国家が
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描く高齢者保健福祉計画の達成にもつながるのではなかろうか。

(注）

１）仲村優－，「序説本調査研究の課題｣,『高齢者をとりまく家族構造とその変容過程に関する総合

調査研究報告轡』,財団法人住友生命健康財団，1991年３月，ｐｐｌ－２ｏ

２）というのは，「長寿社会対策大綱について」をみると，「長寿社会対策の推進に当たっては，次の諸

点に留意するものとする。①省略,②個人の自助努力，家庭・地域社会の役割を重視するとともに，

民間活力の活用を図る゜③地域の特性を踏まえるとともに，地域の自主性を尊重する」となってい

るからである。しかし，地域開発と家族の問題は，これにつきるというのではない。

３）この点については，澗水浩昭，「世帯綱成からみた日本の家族｣,『銃ill-｣,第42巻第５号，日本統計

協会，1991年５月，pp20-26を参照されたい。

４）というのは，７５歳以上になると，女性は配偶者を失うケースが増大してくるし，要介護になる確率

が高まってくることになるからである。とすれば，この年齢層に固有の問題が存在することになる。

しかし，この年齢層が「同居」しているか「別居」しているかによって，そこにあらわれる問題点

は違ってくることになる（参考図参照)。

この点においては，滑水浩昭,「高齢者の生活の現状と問題点｣,経済企画庁総合計画局縞，『３圏

別マクロ分析による２１世紀の高齢者と地域福祉システム』，ぎようせい，1989年，ｐｐ､53-57を参照
されたい。

５）地域開発の理念については,荊水浩昭,「農村の人口変動と開発｣,黒田俊夫縞，『日本の人口転換

と農村開発』，アジア人ロ・開発協会，1985年２月，pp88-91を参照されたい。
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図１老年人ロ比率と後期老年人ロの核家族的世帯帰属率（昭和60年）
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の割合）

(資料）総務庁統計局「国勢調査」
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図２年齢別世帯帰属率(昭和60年山形県：女子）
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参考図居住形態別老親扶養に対する機能と逆機能の大きさ
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○●中

●●小

(出所）森岡清美・望月嵩『新しい家族社会学（改訂版)』培風館,昭和62年，ｐ､125
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第４章生活と健康の地域構造

国際学院埼玉短期大学教授

内野澄子



はじめに人口集団の健康を考える

一般に健康とは人間が肉体的,精神的によい状態にあることを意味している。また，国連

の定義では社会的な意味での通常の状態にあることが肉体的,精神的原因に追加される。し

かし，ここでは人口集団の健康を考えてみたい。人口集団が健康であるか否かは，上述の個

体の健康状態をなんらかの指標によって集団全体として表現することが一般的である。たと

えば，肉体的,精神的健康状態についてなんらかの指標を設定し，全人口に適用して，健康

状態の割合を計測することができよう。しかし，本稿では人口集団の健康を間接的に，ある

いはなんらかの意味をもって反映すると考えることのできる指標として，人口の年齢構造と

死亡の精密な指標としての平均寿命をとりあげ，このような指標によって日本の地域人口

(ここでは県別人口）の健康水準を比較してみることとした。さらに，このような健康水準

と実質的に反映するものとして，食構造についても若干の補足的分析を行った。

１人口構造の帆健康"

人口構造には色々な側面があるが，ここでは年齢榊造のみを対象とする。年齢自体に健康

があるわけではないということはいうまでもない。しかし，たとえば高齢人口は一般に有病

率が高いが，そのような人口が非常に多い人口集団と，少ない人口集団とでは社会的活力に

著しい差異がみられる。このような人口集団の年齢構造の差異はある種の帆健康〃状態を反

映しているとも理解できる。もっともこの場合，このような年齢構造の差異をもって直ちに

健康がよいとか，悪いということはいえない。また，人口集団の高齢化をもって直ちに望ま

しくないとか，望ましいといった価値判断をすることもできない。

人口集団の健康に対応する用語が英語にもあり注目される。それはオーストラリアの国立

大学にある⑪疫学と人口の健康研究所″があり，ここではPopulationhealthという用語が

使用されている。

1960年以降1985年に至る25年間について都道府県別に65歳以上人口割合及び老年化指数を

示すと表１の如くである。

人口集団の年齢構造の高齢化からみたい健康水準"は，ほぼ一貫して大都市をもつ都市化
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の著しい県において高く（高齢化率は低く，また，老年化指数も低い),反対に地方の農村県

においては低い（高齢化率は高くまた老年化指数も高い)。

たとえば,東京,神奈川，埼玉,大阪は前者の特徴がみられ,他方,高知，島根，鳥取等の

西日本の農村県では後者の著しい特徴がみられる。さらに若干注目すべき傾向は東京都と沖

縄県である。東京都の老年化指数は低い水準であったが，1970年以降に増大傾向を示し，遂

に1985年には全国水準を上回るに至った。これは特に東京都から若い核家族の世帯が住宅を

求めて周辺県に移動したことによるものである。沖縄県は本土へ人口流出の著しい傾向がみ

られるが，出生率が高いため，年少人口比率が高い結果老年化指数を高めている。原因は異

なるが年齢構造は大都市をもつ都市化の著しい県と同じような特徴を示している。

年齢構造からみた人口集団の噸健康〃でもっとも特徴的なのは，市町村単位でみた過疎化

地域にみられる。６５歳以上人口比率が30％を越えるような市町村もあるが，そこでは地域社

会の経済活動や災害等の保全活動にも支障が大きく，年齢構造的健康度は著しく低いといえ

るであろう。

年齢構造の中で,特に15～34歳人口がこの前後の５～14歳人口と35～44歳人口の合計に占

める割合は，もっとも活動期にある人口の割合を示すものとして一種の活力指数と呼ぶこと

もできよう。分母,分子ともに20歳分の人口を含んでおり，出生，死亡が地域的に等しく，

移動もないとすれば，この割合は１０００分比で示すと100となる）となるはずである。人口

統計上ではbulgeindex（ふくらみ指数）と呼ばれているが，地域人口集団の活力といった

蝋健康度〃であるともいえるであろう。表２はこれを示したものである。出生率,死亡率の

変化のために全国的にみると，1975年までは男女ともに100を越えているがｊ1980年，1985年

では男女ともに100を割っている。このような全国人口の蝋ふくらみ指数"を念頭におきな

がら，都道府県別の水準の変化を考察してみよう。

第１点は東京都である。この指数が終始一貫100を越えているのは東京都のみである。１９８５

年にはすべての県で100を割っているのに対して，東京都のみは男119,女107と100を越えて

おり，働き盛りの労働年齢人口の高い集中度を示している。老年化指数では東京都（49.7）

の方が神奈川県（34.9)，千葉（34.2)，埼玉（30.4)，よりもはるかに高いが，この域ふくら

み指数〃では東京都がはるかに高く，高い活力度を示している。一般にこの指数は人口流出

の多い西日本の県において低く100を割っている。1985年において90以上の指数を示してい

るのは男では，宮城,神奈川，山梨,京都,福岡，熊本，沖縄の７府県である。特に沖縄が

98.9ともっとも高い。
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２平均寿命

平均寿命（生命表）は死亡状態を最も正確にあらわす指標である。寿命の延長は必ずしも

健康状態の増進を意味するものではないが，人口集団の死亡水準からみた一種の健康指標と

みなすことはできよう。都道府県別にみた平均寿命の変化を1965年から1985年までの20年間

における５年次ごとの生命表から男女別にみたものが表３である。

都道府県別にみた平均寿命の格差は縮小傾向にあるとみられる。若干注目すべき傾向につ

いて指摘しておこう。

第１点は地域格差の特徴がほぼ依然として継続していることである。たとえば，青森を中

心とする東北の平均寿命が短いということと，東京,神奈川，長野,岐阜,静岡,愛知，京都

といった地域が長寿ということである。

第２点は沖縄県が1975年以降計算されているが,女の平均寿命は1975年，1980年，1985年

を通じて第１位,男のそれは1975年の10位を除いて1980年，1985年は第１位の長寿を示して

いることである。

第３点は都市化の著しい東京都や神奈川県が,沖縄県に次いで長寿のトップレベルにある

にもかかわらず,大阪府の序列が極端に悪化していることである。1965年，1970年にはなお

第12位,第13位にあったのに対して，1975年には第20位，そして1980年にはさらに低下して

第33位,遂に1985年には最下位の第47位にまでに低下している。

この平均寿命の地域格差の原因については，なお明らかにされていないが，平均寿命の延

長をもって一応健康水準の増大とみなすことはそれほど不合理とは思われない。

しかし，高齢者における傷病率の増大を考え，かつ高齢人口の増加を考慮すると平均寿命

の延長が直ちに健康状態の増進を意味すると考えることは困難であろう。それを検討する１

つの方法は健康状態にある平均寿命を計算してそれを年次別に比較してみることである。普

通の生命表を利用して有病率を差引いたいわば健康率を計算し，これを各年齢の生存数に掛

けて健康生存数を算出する方法である（岡崎陽一,「現代日本人口論｣，昭和62年，ｐ204.こ

こでは1985年のみについて算出された結果が示されている)。他の年次の健康生命表を作成

することによって，健康状態の延長あるいは短縮を計算することができよう。

この岡崎法に類似したものとして65歳以降における活動可能年数の計算法がある。オース

トラリアでの研究によれば，この活動可能年数は1981年は65歳において，残存平均余命の半

分をちょうど越えた水準にあったが，1988年には45％に減少した。また，1980年代において
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平均寿命は１年延長したが，活動可能余命はほとんど２年も少なくなったといわれる（John

McCallum，RoleandContributionsoftheElderlyinEconomicandSocialDevelopment，

1991)。ここでは高齢期において帆活動できない状態から解放されている余命〃（disability

freelifeexpectancy）という定義が使用されているが，このオーストラリアの研究では寿命

の延長よりも活動可能年数の減少のほうが大きいという結果がでている。しかし，利用可能

な資料にも難点があり，明確な判断は困難である。

いずれにしても，寿命の延長,特に高齢期における余命の延長に占める健康余命を可能な

限り増大させることは，健康度を測定する方法となるであろう。

３食生活の地域パターン

食は人間の存在に不可能な行動であるが，そのあり方は,人間の健康の維持，増進に直接

かかわりをもっている。それは人間の意思によって極めて多種，多様な選択が可能であるた

め，健康に障害をもたらす場合もあれば,維持,増進に効果的な場合もある。また，同時に

食のありかたは国により，国内の地域の特性により著しく異なっている場合が多い。

すでにのべた如く，県別の平均寿命において,沖縄県が男女共に日本で最長であることが

明らかになっている。その理由については，気候とか生活環境などがあげられるが，特に沖

縄県人の食生活の違いは無視することができないであろう。

日本の地域別あるいは県別に食パターンを明らかにすることは極めて困難である。ここで

は厚生省人口問題研究所で行われた全国サンプル調査（1985年)結果から特徴的な地方別11区

分ならびに人口規模からみた５つの地域別に，食生活特に主食のパターンの分布構造を考察

してみよう。

表４では主食パターンを３食米飯，朝パン食・昼夕米飯，朝夕米飯・パンまたは昼めん，

朝欠食・昼夕米飯，その他の６つのタイプに区分した。

日本の伝統的な３食米飯パターンは東北Ⅱ北陸，山陰において特に多く70％以上を示して

いる。特に山陰では83％にも達している。しかし，西日本では南九州の74％を除き60％水準

にある。また，３大都市圏でも東京大都市圏では最も少なく38％，次いで阪神大都市圏44％，

中京大都市圏58％となっている。一般に大都市圏では３食米飯パターンが少なく，朝パン食

パターンが多いことが特徴である。しかし，大都市圏のなかでもこの朝パン食パターンは東

京大都市圏,中京大都市圏はそれぞれ23％の水準にあるが，阪神大都市圏のみは38％と著し
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く高いという特徴がみられる。

３食米飯パターンが圧倒的に多い東北,北陸，山陰では，朝パン食が10％台で少ない。昼

食にパンかめんのいずれかをとる場合をみると，めんが一般的にパンよりも多いが，特に東

京大都市圏が10％と最も多い。同じ大都市圏といっても東京大都市圏では，３食米飯パター

ンの選択は最低,朝パン食パターンは高水準，さらにその他のパターンをとるものが15.5％

といったもっとも多様化した特徴をみせている。

表５は人口規模別に人口100万人以上の11大都市,人口15万以上の市，人口５～15万未満

の市,人口５万未満の市,郡部の５地域の区分による主食パターン分布構造を示したもので

ある。

３食米飯パターンは人口規模が小さくなればなるほど増大している。しかし，その他の主

食パターンは必ずしも人口規模に比例していない。たとえば，朝パン食パターンは，巨大都

市で最高の29％を示しているが，第２位は人口15万以上の市ではなくて，人口５～15万未満

の市となっており，若干異なった傾向を示している。人口規模によって区分されていること

は，多くの異なった地域の都市が含まれていることによる影響と考えられる。

このような地域による食生活の差異が地域人口集団の健康の１つの指標となることは当然

予想されるが，それがどのような影響,意義をもっているかについては改めて検討する必要

があろう。

おわりに人口集団の蝋健康〃へのアプローチ

本章の課題は「生活と健康の地域構造」である。それは地域人口の生活構造と健康櫛造の

分析と，この両者の関係の分析を意味する。しかし，生活構造や健康構造を別個の課題とし

てとり扱うことはそれなりの意義があるがⅢ両者の関係の分析は極めて困難な課題である。

ここでは人口集団の咽健康〃というアプローチを考えてみた。地域人口集団のある種の健康

度を反映する指標として，年齢構造と平均寿命をとりあげた。前者はいわば地域人口の社会

経済的、健康度"を，後者は生命の長短という生物学的軌健康度〃を意味すると考えた。そ

して両者の関係をある程度反映する指標として食生活の地域分析を行った。しかし，その関

係分析を行うことはできなかった。非健康水準を反映する疾病率や死因別死亡率の地域分析

は他の章において検討される。本章の分析はいわば地域人口の健康の考え方についての１つ

の試みにすぎない。
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表１都道府県別人口の高齢化の比較
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資料：厚生省人口問題研究所，人口統計資料集より算出。
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表２都道府県別にみたいふくらみ指数''-1955,1960,1965,1970'1975,1980,1985年一
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104.19

100.28

94.07

107.75

101.00

101.37

102.0６

97.03

101.20

96.35

87.47

89.94

111.40

92.87

96.86

94.65

98.46

97.49

97.33

92.51

96.65

95.41

97.93

94.85

98.69

102.45

95.69

96.73

97.28

93.92

100.55

92.02

96.95

95.31

93.92

103.81

99.62

９８７３

９７懲30

105.13

103.92

9896

104.12

98.80

101.16

101.29

99.77

88.72

89.47

88.20

86.96

95.70

85.55

87.65

87.62

83.28

83.03

81.35

80.63

81.69

119.46

96.83

84.22

74.60

80.25

83.29

90.84

79.97

78.96

81.93

88.73

８０８７

80.10

92.18

89.92

82.50

80.55

78.77

83.03

78.87

78.96

80.42

76.86

81.91

76.59

79.16

78.05

90.25

86.33

85.82

90.41

80.67

80.53

87.67

98.88

５
２
９
９
３
９
９
６
７
１
９
７
８
４
０
１
６
１
６
８
７
７
８
１
０
８
７
９
７
８
３
５
７
８
７
２
９
２
７
１
０
５
４
４
０
２
３
３

４
９
７
０
５
５
７
４
１
１
２
９
６
２
６
４
０
５
９
０
１
３
３
１
９
５
９
１
４
２
１
７
２
９
８
８
５
２
６
３
１
２
３
１
６
１
８
５

ｓ
●
●
●
●
Ｃ
Ｇ
●
⑪
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
①
●
■
●
●
Ｃ
●
●
■
■
■
５
ｓ
●
●
●
■
●
●
の
■
□
◆
●
●
●
●
●

朗
卯
卯
Ⅳ
鮪
肥
卯
卯
別
郎
鯛
氾
ね
Ｗ
“
妬
ね
配
酪
則
開
妬
幽
明
肌
鋼
切
明
脆
酪
則
砺
帥
闘
拠
帥
閉
腿
鴎
皿
皿
兜
卯
則
砺
師
糾
伽

１
１

平均値

標叩偏差

変化係数

95.18

９．６６

10.15

98.02

７．８０

７．９６

97.69

20.95

21.45

98.36

14.22

14.45

106.29

26.59

25.01

108.29

20.26

18.70

103.48

19.40

18.75

110.12

１５．５５

１４．１２

102.11

９．９２

９．７２

105.69

７．６９

７．２７

96.51

６８３

７．０８

98.40

４．４６

４．５４

84.88

７．４３

８．７６

87.23

５．４１

６．２０

備考：「ふくらみ指数」は，５～14歳,３５～44歳人口の合計に対する15～34歳人口の割合
（15～34歳人口)÷〔(５～14歳人口)＋(35～44歳人口)〕×100

資料：国勢調査結果より算出
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表３都道府県別にみた平均寿命の推移-1965,1970,1975,1980,1985年一

980匁垣１９［]８０年l9tj5珂二ｌｌｇＩｉ

80.75

80.42

79.90

80.69

80.69

80.29

8086

80.25

79.97

79.98

80.39

8065

80.88

81.09

81.22

80.86

80.80

８０８９

81.01

80.94

81.13

80.31

81.37

80.51

80.61

80.63

80.68

79.84

80.40

80.27

80,13

81,11

81.60

81.31

80.94

81.16

80.56

81.28

81.01

80.97

80.91

80.94

80.81

81.47

８０５８

80.84

80.34

83.70

伽
認
羽
弱
鯛
則
郎
妬
調
週
妬
閉
伽
四
弱
師
鯛
朋
旧
別
仏
師
、
凋
伽
馳
四
窕
酬
筋
灯
柘
姻
氾
副
皿
妃
飢
鯛
蛆
皿
胆
町
訂
弘
肌
糾
ね

●
①
■
Ｇ
◆
●
●
●
Ｃ
■
■
●
●
●
■
□
■
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■
●
■
●
●
●
◆
◆
●
■
●
■
■
●

９
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
９
９
９
８
８
８
９
９
９
８
９
８
９
８
９
８
８
８
８
９
９
９
９
９
８
９
９
８
９
９
８
９
８
８
８
１

７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
８

皿
測
印
加
加
駈
詣
調
旭
飢
把
飢
Ｗ
関
脇
沁
記
調
印
姻
閃
剣
刷
鯛
肌
灯
釦
印
旧
祀
皿
蝿
鍋
祀
佃
幻
的
咀
皿
印
製
鋼
妬
朋
ね
而
兇
妬

●
●
●
■
◆
の
●
●
●
●
Ｐ
●
●
●
。
◆
■
■
●
ｑ
Ｇ
●
●
●
●
●
●
●
●
●
の
●
■
●
●
■
巳
■
■
●
●
●
●
ｐ
■
■
●
●

両
泥
泥
禰
而
汚
泥
泥
泥
泥
泥
祀
而
而
而
朽
祀
泥
泥
而
而
花
而
朽
祀
祀
而
祀
”
だ
而
而
而
而
而
而
花
而
柘
祀
而
沁
泥
泥
朽
布
渦
氾

閲
沌
閉
旧
釦
皿
妬
妬
佃
酊
釦
腿
調
妬
師
髄
氾
Ｍ
Ｍ
犯
犯
妬
明
泌
羽
乃
閖
創
閃
埴
四
糾
釘
諏
帥
鋼
加
刎
仙
閑
刎
鴎
訂
切
飴
駆
舵
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●
①
Ｃ
Ｇ
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２
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３
３
３
４
３
４
４
４
４
３
３
４
２
３
３
２
３
３
４
３
２
２
４
３
２
２
３
２
３
３
２
２
４

７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
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妬
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師
羽
羽
姐
妬
蝸
仰
釧
妬
、
幽
脆
肥
、
Ｍ
妬
錨
妬
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別
伽
皿
妬
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釦
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皿
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狸
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旧
鯛
肥
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■
●
●
●
■
●
●
●
●
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●
●
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●
●
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●
●
●
■
●
●
●
ｑ
●
Ｂ
●
●
●
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巳
●
●
●
●
●
●
●
●
■
Ｂ
■
●
●
●
●
●

例
町
筋
髄
、
髄
飴
鮪
飴
髄
町
師
飼
的
閑
印
“
師
団
研
船
細
田
的
聞
町
田
閉
閉
印
駒
例
町
閉
舶
師
飴
碗
町
飴
町
髄
髄
切
閖
飴
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69.84

6926

67.82

68.03

69.49

67.56

68.71

68.52

68.32

68.30

69.22

69.38

69.61

71.30

７０．８５

69.07

69.18

69.77

70.18

69.42

70.46

70.69

70.31

70.74

70.23

69.66

71.08

70.16

70.32

7029

69.48

69.29

69.54

70.69

70.15

69.16

６ａ5６

69.95

69.26

68.02

69.32

６８．８３

68.17

69.06

68.99

68.40

68.14

平均値

標準偏差

変化係数

80.79

０．６０

０．７４

75.05

０．５２

０．７０

76.89

Ｕ５７

ｑ７４

78.97

０．６０

０．７６

73.36

０．６８

０．９３

74.85

０．６２

０．８３

72.88

０．７３

０．９９

69.42

０．９２

１．３３

71.46

０．７５

１．０４

67.27

１．７２

２．５６

資料：厚生の指標,特別編集号，第34巻第16号，昭和62年ｐｐ､14～15より算出
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表４主な地域別主食パターンの分布構造

(男女計）

総鰻＋殿十版飯十十困阪＋'､ｙ＋鼠’＋鼠＋函欠食＋鼠＋mｉ地方別

総数

北東北

北陸

東山

山陰

山陽

四国

北九州

南九州

東京圏

阪神圏

中京圏

その他

7.6％

４０

３２

６．７

100.0％

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

1000

100.0

100.0
％８
９
９
３
０
４
１
７
９
０
８
８

●
０
●
●
●
●
■
●
巾
の
●
●

別
ｍ
ね
Ⅵ
鯛
釦
師
“
羽
鉛
佃
印

％６
７
８
６
９
５
６
４
７
４
８
４

■
●
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●

６
９
１
４
１
３
５
５
２
０
３
４

１

3.4％

6.6

2.5

3.1

21.6％

5.2

14.3

10.1

13.2

23.8

17.5

18.5

11.9

23.5

37.9

23.4

％８
６
９
３
９
４
０
６
０
８
９
７

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
の

５
３
３
４
１
４
７
５
６
７
５
５

６
７
１
５
４
０
５

●
■
●
●
●
●
●

１
０
２
４
４
２
２

６．１

２１

３８

１０

１５．５

６．６

６．１

資料昭和60年厚生省人口問題研究所調査（全国調査，調査対象数7,708）

表５人口規模別にみた主食パターン分布構造

(男女計）

人口規模別

繼数｜+飯｜＋鰻｜髄｜＋飯｜＋飯｜そ…
100.0％39.7％7.7％4.1％29.0％7.8％11.2％ｕ大都市

(100万人以上）

人口１５万人

以上の市

人口５～１５万

未満の市

人口５万人

末満の市

郡部

100.0４９．５９．４４．１２２．３５．７８．９

1000５１．５４．７２．９２６．６６．４７．７

100.0６４．７6.0４．３１５．４４．８４．８

100.0７６．１３．６１．９１１．２３．８３．２

資料：表４と同じ。
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第５章 地域人ロ

厚生省人口問題研究所人口情報部長

伊藤達也



はじめに

最近,開発途上地域で,都市人口が急増すると共に，都市生活者の割合が上昇している。

日本においても，1955年頃から1975年頃にかけての20年間に急激な人口の都市集中を見た。

しかし1975年以降は，人口の農村から都市への移動は小さくなり，都市人口の増加は自然増

加による緩やかなものとなってきている。地域人口の分布変動と人口の都市化をもたらす第

１の要因は人口移動である。人口移動は，様々な要因が複雑にからみあっている。しかし，

この論文では，多産多死から少産少死への人口転換にともなう年齢構造の変化とのかかわり

合いを検討してみたい。

それは次のような人口変動過程を考えることができるからである。まず,経済開発の初期

段階では人口の大部分は農村地域に居住している。死亡率は乳幼児の死亡率から低下をはじ

めるので,死亡率の低下の効果は，農村地域における子供人口の急増となって表れる。その

子供達は，子供でいる限り農村地域で生活することが可能である。しかし，成人になると農

村地域での人口圧力は増大し，その多くは大都市へ,職場を求めて移動しはじめる。こうし

て死亡率が低下を始めたのちに，農村から都市への人口移動が蟄的に拡大し，人口の都市化

がはじまる。では，いつ頃から農村から大都市への移動がおさまるかといえば，農村地域に

雇用吸収力の高い経済発展がおこるか，農村地域でも少産少死状態になり都市への移動が農

村地域の人口減少に結びつくまでであろう。

１地域人口分布変動

（１）２０年間の人ロの大都市集中

日本における，1920年以降の地域人口分布変動の特徴は，1955年頃から1975年頃までの２０

年間における急速な人口都市化である。わが国の総人口は，1920年の5,600万人から1990年

の’億2,400万人と，７０年間に２２倍に増加した。この間に，市部人口は，1,000万人から9,600

万人へと，9.6倍も増加した。この70年間の日本人口の年平均増加率は1.1％であるが，市部

人口の増加率は3.2％となっている。
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1920年の市部人口は1,000万人で総人口の18％であったが，1930年代に増加をはじめた。

第二次世界大戦の期間,市部人口は一時的に減少したが，1955年以降再び増加しはじめた。

1960年には6,000万人（人口比63％）に達し，その後の20年間に市部人口は総人口の増加を

上回る2,900万の増加をみて，1980年に8,980万人，1990年には9,600万人（人口比77.4％）と

なった。

なお，東京・大阪・名古屋を中心とする大都市圏の人口増加は,市部人口の人口増加に比

べて緩やかとはいえ，1920年から1980年までの総人口の増加の82％を占め，人口比も36％か

ら50％へと上昇していた。

（２）社会増加から自然増加へ

全国人口の５年間の増加率は，戦前10％台であったが，1950年代後半から半分の５％前後

に低下した。市部の人口は高度経済成長期に著しく増加したが，こうした市部人口の増加は，

農村地域からの人口流入と，郊外地域の都市化および町村合併による市域の拡大によるとこ

ろも少なくない。そこで,境界変更のない大都市圏を例にとって戦後の人口都市化の人口学

的要因について検討してみよう。

大都市圏の５年間の人口増加率は，戦前では全国の人口増加率を数％上回っていたにすぎ

ないが,経済の高度成長期には３倍近い12～14％へと急増した。しかし，1970年以降大都市

圏の人口増加率はしだいに低下し，最近では全国人口の増加率とほとんど差がなくなってき

た。

大都市圏の人口増加率は，1955年から1975年にかけてなぜ上昇したのか,そして1975年以

降なぜ低下したのだろう。大都市圏の自然増加率の推移をみると，1955-60年の5.3％から

1970-75年の7.9％へと次第に上昇してきているが,全国の人口増加率を１～２％上回る程

度にすぎず，人口増加率の上昇と低下は非大都市圏からの転入超過（社会増加）によるもの

であった。すなわち，1955-60年と1960-65年の社会増加率は，自然増加率を上回る７％前

後をしめしていた。しかし，1965年以降その率は低下しはじめ，1970-75年では2.0％となっ

ている。したがって，２０年間にわたる急激な人口の大都市圏への集中傾向をみるには，非大

都市圏と大都市圏との人口移動の量的変化を分析する必要がある。

－５６－



２居住移動の動向

（１）人口移動の時代的変化

人々の常住地の変更登録をまとめた『住民基本台帳人口移動報告年報』によると，1989年

にF1ii町村を越えて居住地を変更した人は全国で651万3000人,総人口の5.3％に相当する。も

し，この移動率が長期に続くと，約20年に１度,平均寿命を80年とすると，生涯に４度引っ

越しをする程度の移動率である。

表１に，1954年以降の市区町村の境域を超えて居住地の移動を行った者の数を整理してみ

た。一人一人の移動の理由・契機は様々であるが，その数を集計してみると毎年一定の数の

移動があり，しかもそれぞれの時代を反映した大きな年次推移を読みとることができる。

1954年から1989年までの移動数の推移から大まかに５つに時期区分できる。

第１の時期は1950年代で,移動者数が約500万人で安定していた。第２期の1960年代は人

口移動の急増期である。年間の移動者数は1960年では565万人だったが，1969年には813万人

と1.4倍に増加した。

第３の時期の1971年代前半は，毎年800万人以上の人口移動を記録していた。第４の時期

は，1974年ころからの移動数が年々減少している時期で，1981年以降の移動者数は再び600

万人台となた。このような移動数の減少傾向は1985年頃まで続いている。そして最後の第５

期は，1980年代後半の人口移動が毎年約650万人で安定している時期である。

（２）大都市圏への移動から大都市圏内の移動へ

このような移動数の変化を，県内他市町村間人口移動（以下,県内移動）と都道府県間人

口移動（以下，県間移動）とに分けてみると，ほぼ半々となっている。詳細にみると，年次

変化は県内移動よりも県間移動の方がややおおきい。変化の大きな県間移動は，転出地と転

入地別の移動者数がわかる。そこで,都道府県を大都市圏と非大都市圏の２つに大別すると，

表１のように４つの地域移動類型に分けることができる筐')。

図１は，４つの地域移動類型ごとの移動者数の推移を示したものである。この図から次の

ことが指摘できる。第１に，非大都市圏内の県間移動は，県内移動と同様に年次変化は少な

いこと，したがって県間移動は，主として他の３つの地域移動類型の移動数の変化によるこ
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とを意味している。

第２に人口移動の主流は，農村から都市への移動から，郊外への住宅移動を中心とする大

都市圏内の移動へと変化したことである。1954年から65年までは非大都市圏から大都市圏へ

の人口移動といういわば農村から都市への人口移動が最も多く，1961年から73年までは毎年

100万人以上が移動していた。しかし，1966年以降は,郊外への住宅移動を中心とする大都

市圏内の人口移動数がその主流となり，毎年100万人以上の移動を記録している。

第３に大都市圏と非大都市圏との間の人口移動が均衡しはじめたことである。非大都市圏

から大都市圏への人口移動は，1960年代中頃まで中心的な移動であったが，1974年以降，他

の地域移動類型とともに減少しはじめるとともに，大都市圏から非大都市圏への人口移動数

と均衡するようになった。

均衡状態は約10年続いた。しかし，最近の５年間では再び大都市圏の転入超過となってい

る。転入超過数は毎年約10万人で，1950年代から60年代の転入超過の６分の１から４分の１

の水準である。

要するに，戦後我が国の人口移動の中心は，1955年から1973年までは非大都市圏から大都

市圏への人口移動といういわば農村から都市への人口移動であったが，1970年頃からは郊外

への住宅移動を中心とする大都市圏内の人口移動にかかわってきた。さらに'970年代後半か

らは大都市圏と非大都市圏との間の人口移動が均衡しはじめたことから，最近の大都市圏の

人口増加は社会増加によるものではなく，自然増加によるものということができる。

３人口移動の要因としての年齢構成の変化

人口移動は時代と共に大きな変化がみられた。ではなぜ人口移動は1960年代前半に鋤pし，

1974年以降に減少傾向に転じたのだろう。また農村から都市への人口移動はなぜ1970年代に

減少傾向に転じ，大都市圏と非大都市圏の間の移動が均衡しはじめたのだろう。

戦後我が国の人口移動の年次推移については，これまで経済変動との関係で説明されるこ

とが多かった。しかし，本多（1950,1952）は，明治中期以降の産業構造の近代化のもとで，

明治６年から第２次大戦期まで農家戸数が550万前後,農林業就業人口が1,400万台とほとん

ど変化していないという事実に着目し，農家人口の自然増加に相当する人口が余剰人口とし

て完全に離農させられ，その大部分が離村していることを指摘し，年平均の流出人口を35-

40万人,流出労働力人口を30万人と推定した鐘2)。いいかえるとり農家あるいは農村からの流
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出人口が世代交代に必要な人口以上の「余剰人口」すなわち農村人口の自然増加分に相当し，

その数が明治初期から戦後10年までの間きわめて安定していたことを明らかにした。

このように考えると，戦後の人口移動の変動は,単に経済変動による説明では十分ではな

く，人口転換による年齢構成の変動がもたらす移動性の高い年齢階級の人口の変化について

も検討する必要があることがわかる。そこで，人口移動の大きな変化と年齢構造の変化との

関係を検討してみよう。

（１）年齢構造の変化と世代

人口高齢化とは，人口のなかで高齢者割合が増大するという年齢構造の変化である。多く

の場合,高齢者の増加を伴うが,高齢者が増加しなくても若者が他の地域へ流出することに

よっても，人口高齢化は進行する。

日本の人口高齢化のスピードは世界一早いとよく言われる。そこで，日本の人口ピラミッ

ドの変化をみてみよう。人口ピラミッドは，一般に縦軸に年齢を，横軸に人口数あるいは年

齢構成比をとり，左に男ロ右に女の人口を示している。多産多死社会の人口ピラミッドはき

れいな富士山型,少産少死社会の人口ピラミッドは釣鐘型あるいは葱坊主型である。しかし，

実際の人口ピラミッドは，きれいな形ではなく，戦争や天災の影響が刻み込まれている。

図２は，わが国の1925年から2000年までの25年間隔の人口ピラミッドを重ねあわせたもの

である。1925年における全国の人口ピラミッドは，多産多死社会に特有な富士山型で，２０００

年には多少の凸凹があるものの，釣鐘型に近い形となっている。要するに，日本の人口ピラ

ミッドは，約75年間に多産多死社会から少産少死社会の人口ピラミッドへと質的に変化した。

７５年間の変化を25年毎に比較してみると，1950年の人口ピラミッドは，２５年前に比べ，裾

野が拡大している。いいかえると，1925年から50年までの人口増加は主に子供人口の増加で，

これは終戦時20歳未満の人口と，戦後のベピーブーム世代である。1950年から1975年までの

人口の変化は，２５歳から49歳の人口増加で,２５年間に２倍に増加した。しかし，２５歳未満の

人口は25年前に比べ，ほぼ同数となっている。1975年から2000年までの変化は，５０歳以上の

中高年齢人口の増加で，５０歳未満の人口は同数かやや少なくなっている。

要するに，1925年以降の日本人口の年齢構成は，1950年に25歳未満の人口，すなわち'925

年から50年までの間に出生した世代によって特徴づけられているといえる。いいかえると，

日本の人口高齢化は，1950年生まれが65歳となる2015年頃まで進行し，その後は第２次ベビー

プーム世代が高齢者となるまで，老年人口比率は安定することも容易に理解されるであろう。

またⅢ２５年ごとの世代別の人口比率が，l：２：２であることは，次のことを意味してい
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ろ。1925年以前に生まれた世代の夫婦は，平均して２組の子供夫婦がいること。子供との同

居が非常に楽な世代である。第２に，1925年から1950年までに生まれた世代の人口規模は，

親世代の２倍である。したがってこの世代は,結婚後に親夫婦と同居し，親の経済的地位・

財産を相続できる跡継ぎ夫婦と，この跡継ぎ夫婦とほぼ同数の新たに職を見つけなければな

らなかった人々に等分される。第３に，1950年以降の世代は親の世代と人口数はほぼ同じで

あることから，「長男長女世代」であることがわかる。

（２）非大都市圏と大都市圏の年齢構成の変化

このような年齢構造の急激な変化を，大都市圏と非大都市圏に分けてみよう。図３は，非

大都市圏における1925年，1950年，1975年の人口ピラミッドを重ね合わせたものである。こ

の図から，わが国全体の1925年から1950年にかけての子供人口を中心とした人口増加が，非

大都市圏での子供人口の増加であることがわかる。

つぎに，1950年から1975年までの変化をみると，２５歳から49歳までの人口増加は顕著であ

るが，1950年当時の25歳未満人口の全てを非大都市圏で収容しきれたわけではなく，この間

に多くの若者を大都市圏に転出させている。

それは，図４の大都市圏の人口ピラミッドの変化をみることによってわかる。大都市圏で

は，1925年から1950年にかけて，２５歳未満の人口増加はきわめて少ないが，1950年から1975

年にかけての25歳から49歳までの人口は２倍以上に増加しているからである。

要するに，高度経済成長における非大都市圏から大都市圏への人口移動とは，1950年に２５

歳未満であった非大都市圏の若者のなかで,跡継ぎになれなかったものが,就職・進学のた

めに，大都市圏へ移動したことによるものである。

しかし，1975年の非大都市圏の人口ピラミッドをみると50歳未満の人口は,ほぼ同数となっ

ており，これ以上人口を大都市に流出させると，人口減少となる。

1950年以降の非大都市圏から大都市圏への膨大な人口移動と1970年代後半の大都市圏と非

大都市圏の間の人口移動の均衡化現象の背景に，このような年齢構造の変化があると考える

のはいかがであろうか。
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４人口高齢化の地域差と高齢者の増加

（１）人ロ高齢化の地域差

大規模な人口移動は，人口流出地域と人口流入地域それぞれに様々な影響をあたえる。そ

こで人口移動が,年齢構成に与えた影響を65歳以上人口割合（老年人口比率）によってみる

ことにしよう。それは，若者が流入した大都市圏では人口の年齢構成は若くなり，反対に地

域の自然増加に相当する若者の流出した非大都市圏では人口高齢化が進行するからである。

日本全国の65歳以上人口の割合は1985年に10.3％であった。都道府県別の老年人口比率を

示した図６によると，人口高齢化が最も進行していたのは島根県（15.3％）である。このほ

か人口高齢化が進行していたのは，山陰,四国，九州といった西日本各地と，日本海沿岸の

東北地方に広く分布している。これらの地域は，1960年代と70年代に人口流出の激しかった

地域である。

一方,老年人口比率が最も低いのは７％の埼玉県である。１０％未満の地域はﾛ南関東，愛

知,大阪などの大都市地域と宮城県であった。

このような地域差は，過去の人口移動率と密接な関係が考えられる。なぜなら，人口移動

の中心は15歳から34歳までの若者である。したがって，若者が流入した大都市圏では，人口

の年齢構成は若く，若者の流出した非大都市圏の人口高齢化が進行することになるからであ

る。

そこで，1985年の65歳以上人口割合の関係と，1955年から1985年までの30年間の人口増加

率との関係を都道府県別に示したものが図５である。この図４にあるように人口増加率の大

きな都府県ほど老年人口割合は小さく，人口増加率がゼロ前後,すなわち地域の自然増加分

をすべて他府県に転出させていた府県では老年人口割合は16％前後となっている。

（２）高齢者増加の地域差

農村から大都市への若者の移動があってから数十年経過した現在,彼らの一部が65歳以上

となってきている。そこで次に65歳以上人口の増加率の地域差をみてみよう。

図７は，1980年から85年までの高齢者の増加率と，1985年の老年人口比率との相関を示し
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たもので,老年人口比率の低い地域において高齢者が急増していることを示している。１９８０

年から85年までの高齢者の増加率は，全国では17％であった。埼玉県では５年間に26％も増

加した。２０％以上の増加を示した都道府県は，埼玉県の外に神奈川県,千葉県と東京都の周

辺の地域である。一方,高齢者の増加率の高い県は高知県で12％，老年人口比率の最も高い

島根県の増加率は13％であった。

（３）これからの地域人口の問題

日本人口の年齢構成の変化,人口分布変動すなわち人口の都市化をもたらしたのは，１９２５

年から1950年までに出生した世代の人々であると考える。なぜなら，彼らの多くは死亡率低

下によって，農村地域で生まれ育ったが,成人となるにしたがって農村から大都市へと移動

した。これが1960年代と70年代の農村から大都市への移動の中心である。

しかし，戦後の急速な出生率の低下によって，1950年以降に生まれた世代の人口規模は，

親世代と同じ規模である。したがって，この世代の農村から大都市へ押し出す人口圧力は非

常に小さい。これが1980年代の非大都市地域との間に人口移動の均衡化をもたらしたのでは

ないだろうか。もし，農村から大都市への移動が今後も続くと，農村地域では人口減少を示

すことになる。

最近,大都市で高齢者が急増しているのは，農村地域から大都市地域に転入してきた1925

年から1950年までに出生した世代が,高齢者の仲間入りをしているからである。したがって，

人口高齢化にともなう，高齢者の増加は大都市中心に，特に東京を中心とした首都圏の郊外

地域で急速に増加してくることになることに注意が必要である。

注１）岡崎陽一・須田トミ，「戦後人口移動の動向｣，『人口問題研究』第109号，1969年,53-64ページ。

この論文で，はじめて都道府県を大都市圏と非大都市圏に２分割することによって，県間人口移動

を地域移動類型に分類した。なお，大都市圏とは,東京都,神奈川県，千葉県，埼玉県からなる東

京大都市圏，愛知県,三重県,岐阜県からなる中京大都市圏，および大阪府，京都府，兵庫県から
なる阪神大都市圏とし，それ以外の道県を非大都市圏としている。

注２）農家１戸あたりの平均出生児数を５人,２０歳児の生存子供数を４人，そのうち父母の職業を継ぐ

者を男女２人とすると，農家が１世代の間に流出を必要とした子供は２人となる。農家戸数が550

万，１世代を30年と仮定すると，年間平均の流出人口は次のようにして産出される。550万戸×２

人／30年＝36.7万人／年

文献

本多龍雄，「日本人□問題の史的解析｣，『人口問題研究』ロ第６巻，第２号，1950年，10-12ページ。

本多龍雄,「日本人口問題の史的解折｣，農村人口問題研究会『農村人口問題研究』,第２集，1952年。
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表１人口移動数の推移
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資料総務庁統計局，『住民基本台帳人口移動報告年報」および厚生省人口問題研究所，『人口の動向，
人口統計資料集』厚生省統計協会。

注１大都市圏は，東京圏（埼玉，千葉，東京，神奈川)、中京圏（岐阜，愛知，三重）および阪神圏

（京都，大阪，兵庫）の１都２府７県である。

注２大都市圏内移動は，大都市圏を構成する１都２府７県の県間移動者数である。
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図１大都市圏・非大都市圏，人ロ移動の推移
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iH料総務庁錦十局『国勢調査報告』および人口問題研究所『日本の将来推計人口』（昭和61年１２月推

計)。
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図３非大都市圏の人ロビラミッドの変化 図４大都市圏の人ロピラミッドの変化
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図６都道府県別にみた老年人ロ比率（1985年）
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第６章女性の社会的地位
一国際比較の視点から－

日本大学人口研究所助教授

津谷典子



はじめに

近年の女性の社会的地位をめぐる状況の変化には目覚しいものがある。1975年を「国際婦

人年」とし,その後85年までの期間を「国際婦人の10年」とするという国連の決定以降'１

そこで唱えられた「権利・機会・責任のみならず人間としての尊厳と価値における男女間の

平等」を実現すべく，わが国においても1986年の「男女雇用機会均等法」の施行を初めとし

て，父系優先の国籍法の改正や家庭科必修の男女差別の撤廃などの立法が実現している。ま

た1992年４月より「育児休業法」が施行されることも決定している。

しかしながら，このような政策面での変革や社会的関心の高まりだけを以て，そのまま

｢女性の社会的地位」が向上したと考えることはできない。その主な理由のひとつは，女性

の地位には(あらゆる「地位」がそうであるように)，それを規定する多くの側面が有り，特

に「女性の社会的地位」を考える場合,教育・職業・収入等の社会経済的側面の他，家庭や

家族といったよりプライベートで，それだけに文化的伝統や規範に影響されやすく，また統

計的データに基づいた分析が難しい側面についても考慮しなければならないからである。

また，女性の地位(一般に「女性問題」と言われているもの）が，開発や人口転換といっ

たマクロ・レベルの社会変動と密接に連関する重要な変数である，という認識が社会科学の

諸分野で広まったのは1970年代後半のことであり（Mason,1986)，ウーマンリブ運動から科

学的学問の一分野としての女性学の確立を率先してきたアメリカ合衆国においてさえも，

｢女性の社会的地位」はイデオロギー的色彩を帯びた政治的関心事であるという受けとめ方

がまだ根強い。更に付け加えると，女性の地位に関する研究が西洋偏重傾向を脱して，アジ

アを始めとする第三世界の女性に注目するようになったのは1980年代後半のことである2)。

従って本稿では，わが国における女性の社会的地位とその変化を，その多面性を考慮しつ

つ，いくつかの主要側面に焦点を当てて考察する。また本稿では，わが国における女性の社

会的地位を多角的かつ総合的に分析するため，国際比較の視点を取り入れる。国際比較の対

象としては，わが国と中国儒教文化の伝統を共有し，また近年目覚しい経済発展を遂げてい

るNIES諸国を中心に，他のアジア諸国や，アメリカを始めとする西洋諸国も取り上げてみ

たい。
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１女性の地位：その定義と多面性

近年の学問的及び社会的関心の高まりにもかかわらず,「女性の地位」が何を意味するの

かという問いに対する答えは数多く，また不明確なままである。このような女性の地位に関

する定義の難しさは，前述したように，その多面性,及びこの事柄が歴史・文化的背景によっ

てその意味するところが異なってくるという状況性に因るところが大きい。具体的にこれに

関する諸研究を見てみると，女性の地位は，「女性の自立度（autonomy)」（Dysonand

Moore,1983)，「女性の権利(women'ｓrights)」(Dixson,1975)，「男性の状況的優位(men's

situationaladvantage)」（CaldweU,1981)，「性別による階層の厳密さ（rigidityofthesex

stratification)」（Safilos-Rothchild,1980)などと規定されている。

しかし，このような女性の地位をめぐる様々な定義に共通しているのは，これらが全て何

らかの意味で男女間の不平等性に言及しているという点である。そして更に整理すると，女

性の地位には，自分の生活や人生の出来事に関する決定権(autonomy)と物質的資源，特に

収入や財産を自分でどれだけコントロールできるか(controlofmaterialresources)という

物心両面にわたる二つの要素があると思われる。従って,女性の社会的地位は,嵯峨座(1990）

がその著書の中で示している如く，「女性の社会的役割や女性が所有する社会的資源の布置

状態の中で女性の占める位置」を示すものと総合的に定義されよう。もちろん，この場合の

女性は個人ではなく，集合的な社会的集団を指している。そしてこの社会的集団はわが国の

みならず全世界の人口の過半数を占めており，その地位の変化について分析することは，社

会経済発展の重要な－側面を考察するということに他ならない。

では次に，女性の社会的地位をどのように統計的・計量的に分析するかという問題である

が,本稿では，社会人口学的諸研究の結果に基づき，女性の社会的地位を(1)人口的側面，（２）

社会経済的側面，そして(3)家族・文化的側面の三つに分け，各々の側面を構成する要素の

中である程度の時系列データが得られ，また国際比較の妥当性(comparability)が高いもの

を選んで検討したい3)。具体的には,(1)の人口的側面は平均余命の男女差と女性の結婚のタ

イミングを中心に検討する。(2)の社会経済的側面については，女性の教育と労働力参加に

焦点を当て，また(3)の家族・文化的側面に関しては女性の結婚をめぐる意識，配偶者選択

の方法，そして夫婦関係に関する価値観を中心に分析することとする。
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２人口的側面

平均余命はその人口の健康の水準を示す重要な指標であり，その国の社会経済発展のレベ

ルと強く連関している。そして，平均余命の男女差は開発における女性の地位（womenin

development)の有効な指標のひとつでもある。表ｌにわが国における出生時の平均余命

(これを一般的に「平均寿命」と呼ぶ)の戦前からの推移が男女別に示されている。ここか

ら，日本人の平均余命は戦前戦後を通じて順調に伸び，またそれに連れて男女格差も大きく

なってきているのが分かる。この意味で日本の女性の地位は，健康という観点から見るかぎ

り，順調に向上してきていると言えよう。

次に，わが国の最近の平均余命の男女差のレベルを他の先進国及び他のアジアの国々のそ

れと比較してみると（表ｌ），アメリカ，フランス，スウェーデン等の先進国，及び韓国，台

湾，シンガポール等の新興工業国では，わが国同様もしくはそれ以上に大きな男女差が見ら

れ，かつ平均余命の水準も高いことが分かる。また，タイやフィリピン等のアセアン諸国の

場合も，先進国や新興工業国の水準にはまだ達していないとはいえ，健康からみた女性の地

位はかなり良好と考えることができよう。

しかしここで興味深いのは，アセアンの一国であるインドネシアとインド，パキスタン、

バングラデシュ等の南アジアの国々との比較である。南アジア諸国とインドネシアの間には，

平均寿命は殆ど同水準にありながら，その男女差において顕著な違いが見られる。即ちイン

ドネシアでは，表ｌに示されている他の国々同様,女性の平均寿命が男性のそれよりかなり

長いが,南アジアの国々では男女差が殆ど無いか，むしろ男性の平均寿命の方が長くなって

いる。通常,女性の平均余命は男性のそれより長く，それが見られないということは，これ

ら南アジアの国々の女性はなんらかの差別的状況にさらされて生活しているということを意

味している。これに関する多くの人口学的研究によると，南アジアの女性の平均余命の低さ

は，高出生率からくる出産による母親の死亡率の高さもさることながら，極端な男子選好に

基づいた女子の乳幼児の高い死亡率に因るところが大きいことが見い出されている(D'Souza

andChen,1980；RamanammaaJ1dBambawale,1980；WiUiamson,1976)。

次に，女性の社会的地位の人口的側面のもうひとつの要素である女性の結婚のタイミング

を見てみたい。表２には女性の結婚の年齢構造に関する３つの指標が示されている。それら

は(1)女性の平均初婚年齢(SＭＡＭ),(2)平均初婚年齢の男女差(SＭＡＭの男女差)，そして
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(8)45～49歳女子人口に占める未婚者の割合（この割合を「生涯未婚率」と呼ぶ)である。

一般的に，早婚は女性の社会における自立度や家庭内における意志決定権とマイナスの関

係にあると考えることができる。特に，十代での結婚は,女性の自我が確立する前に結婚生

活に入ってしまう可能性が高いことを意味し，従って，父親から夫へと従属の対象が移行す

るものの，女性は自己の人生の決定権を男性に委ねることになりやすい。また初婚年齢の男

女差は，それが大きければ,夫婦間の力関係において，女性はより弱い立場に立たされる可

能性が高くなる。特にそれは，女性の結婚年齢が若い場合に当てはまることが多い。そして，

女性の45～49歳における未婚率は,老年期に至るまでのライフコースの中で,何割くらいの

女性が結婚を経験するか(又はしないか)を示す指標である。勿論，生涯未婚率が高ければ

それがそのまま女性の地位が高いということを意味するわけではないが,社会経済発展の下

で比較的高い女性の生涯未婚率が見られれば，それは女性の社会進出と自立が進んでいるこ

とを示していると考えることができる。特に，「皆婚(universalmarriage)」はアジアの伝

統的パターンであり，このような歴史文化的背景の下での生涯未婚率の増加は，女性の社会

的地位の変化をことさら明確に示していると考えられる。

表２に示されているわが国における女性の平均初婚年齢の推移から，わが国の女性は元々

晩婚であったが,特に1970年代半ば以降,晩婚化が急速に進んだことが分かる。そして1989

年には女性の平均初婚年齢が26.7歳と1980年代初頭のスウェーデンの水準に達し，わが国は

現在世界で最も晩婚な国の一つとなっている。そして，晩婚化につれて平均初婚年齢の男女

差も僅かではあるが拡大傾向を示している。一般的に，女性の平均初婚年齢が上昇すると，

初婚年齢の男女差は縮まる傾向にあるが4),わが国の場合はそれとは反対の傾向を示してい

る。また生涯未婚率の推移から，日本の生涯未婚の水準は上昇傾向にあり，明確ではないが

｢皆婚」パターンからの乖離傾向が窺える。

次に，わが国の女性の結婚の年齢パターンを1980年代前半の諸外国のそれと比較してみる

と（表２)，殆どの欧米先進国やアジアの新興工業国では,女性の平均初婚年齢は20代前半か

半ばであるのに対し，南アジアの国々では十代での結婚が一般的であり，また初婚年齢の男

女差も大きいことが分かる。ここからも，南アジアの国々の女性の社会的地位の低さが窺わ

れる。従って，結婚のタイミングの時系列的変化と国際比較からみた日本の女性の社会的地

位は上昇傾向にあると考えることができる。
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３社会経済的側面

前節で近年の日本女性の顕著な晩婚化傾向が指摘されたが,女性の晩婚化の主な要因のひ

とつが女性の高学歴化であることは広く知られている。また女性の教育水準の上昇は，それ

が出生力や結婚などの人口的変化に与える影響の大きさのみでなく，開発における女性の地

位を考える上で最も重要な要因の一つとしても見逃すことができない。女性の教育レベルの

上昇は女性の社会進出の前提条件となるばかりでなく，女性が社会進出で得る所得の水準と

も連関している場合が多い。更に，教育水準の向上は，女性が自分の人生や男女関係，及び

結婚や家庭に対して持つ価値観の変化をもたらすことも考えられる。従って，女性の高学歴

化は女性の経済的及び精神的自立を促進する上で欠くことのできない要因のひとつと言える。

表３に日本の男女別学校卒業者の進学率の推移が示されている。この表から，わが国では

戦後まず高等学校教育がすさまじい勢いで普及した結果，1970年代後半には高校進学がほぼ

ユニヴァーサルになり，また1970年代に入って女子の高校進学率は男子のそれを上回るよう

になったことが分かる。また大学教育も1960～70年代に急速に広まっている。特に注目す

べきは，男子の大学進学率が1970年代半ば以降頭打ちなのに対し，女子のそれは増加を続け．

遂に1989年には男子を上回っていることである。この大学進学率には短大進学者が含まれ

ており，四年制大学への進学率だけを取るとまだ男子の方が高い。しかし同時に，「短大は

花嫁修業の一部」といった考え方も薄れてきているようで，それは男女別学校卒業者の就職

率からも窺い知ることができる。これについては後で更に検討することとする。

では，この戦後の日本女性の急速な高学歴化は,他の国々の女性たちと比べた時，どのよ

うに評価されるのであろうか。表４に1965年と1986年における日本と他の主要国の初等学

校及び中・高等学校就学率(primaryandsecondaryschoolenrollmentratios)が男女別に

示されている。まずこの表から，日本や他の先進国及びNIESでは，初等教育は1960年代半

ばには既にユニヴァーサルであり，またタイやインドネシアといったアセアンの国々でも1965

～86年の20年間で初等教育はほぼ全国的に普及したことか分かる。そしてさらに重要なこ

とに，これらの国々では，この初等教育の普及において殆ど男女格差が見られない。これに

対し南アジアの国々では，アセアンほどではないが,かなりな初等教育の普及がみられる一

方，まだ依然として大きな男女差が残っている。

また中・高等学校就学率に関して言うと，日本の水準は1960年代中盤には既に男女共に世
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界最高レベルであってことが分かる。そして中・高等学校就学率は，日本や他の先進国及び

NIES諸国では1965～86年の20年間に目覚しく増加し，男女格差も殆ど見られない。一方Ⅲ

発展途上国においてはⅢ中・高等学校教育の普及度にかなりな差異がみとめられ，中でも特

徴的なのは，初等教育の普及パターン同様,南アジアの国々において非常に大きな男女格差

が残っていることである。従って，教育という観点からみる限り，わが国の女性の社会的地

位は非常に高いと言うことができ，それに比べて特に南アジアの女性たちは依然として強い

男女差別に苦しんでいることがわかる。

次に女性の就業に目を向けてみると，前項で日本女性の教育水準の高さと近年の高学歴化

が指摘されたが，ではこの高学歴化がそのまま女性の社会進出につながるかというと，必ず

しもそうではない。まずわが国の学校卒業者の男女別就職率の推移（表５）を見てみると，

高学歴化に伴い，高卒での就職率は男女共に1960年代半ば以降低下している一方，大卒の就

職率は増加している。中でも目立つのは，近年の女子の短大・大学卒業者の就職率の高さと

男女格差の縮まりである。

しかしこれは学校卒業に際しての就職率に関しての傾向であり，一旦就職した女性の就業

パターンを示してはいない。表６に日本と他の主要国における女性の年齢別労働力率の推移

が示されているが，ここで特に注目すべきは20代～30代前半の若い女性の労働力率である。

わが国では20代前半の女性の労働力率は非常に高いが，２０代後半から30代前半になると労

働力率は急に落ち込み，３０代後半以降,再び上昇するというＭ字形になっている。1975年以

降このＭ字形の「谷」は多少隆起してきているものの，２５～34歳の女性の労働力率の落ち込

みは依然明らかである。これとは対照的に，アメリカ合衆国等の先進国やNIES諸国では２０

～30代の女性の労働力率は急速に増加しており，２５～34歳の女性の労働力率の顕著な落ち込

みも見られない。例外は韓国で，日本同様,女性の労働力率の年齢パターンはＭ字形を示し

ている。従って，日本(と韓国)では結婚と出産・子育てのために女性が一時的に労働市場

を撤退する傾向が根強いのに対し，他のＮｍＳや先進国ではそのような傾向は元々あまり強

くないか，あっても失われつつあり，女性が結婚・出産後も労働市場に残る可能性がより高

いことがわかる。

わが国のように年功序列制を基にした雇用制度を採る社会において，女性の多くが20代後

半から30代前半にかけて労働力参加を一時的にしろ止めることは，賃金・待遇及び雇用形態

の上で女性が大きなハンディキャップを負う一因となっていることは想像に難くない。事実

1987年の総務庁の就業構造基本調査から，男性と比べて，女性の雇用者におけるパート・ア

ルバイトの割合は圧倒的に高く，特に30代後半～40代の有配偶の女性雇用者に占める割合は
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５割近いことが指摘されている（嵯峨座，1990)。従って，教育水準からみた日本の女性の社

会的地位は近年目覚しく向上しており，世界でも有数の高学歴国となっているが，その一方

でわが国の労働市場への女性の進出は，国際比較の視点からみて，まだまだの感が拭いきれ

ない。

４家族・文化的側面

前節でわが国及び韓国の女性の労働力率における25～34歳の落ち込み(Ｍ字形の年齢パター

ン)が指摘されたが，これは日本や韓国では伝統的家制度の文化的影響の下，「良妻賢母」を

女性の理想的役割として依だ社会が強く規定しているためではないかと思われる5)。本節で

は，女性の結婚と家庭をめぐる伝統的価値観のいくつかを選び，できる限り国際比較の視点

を取り入れながら，その変化の度合いや方向を検討してみたい。

表７に「女性の幸福は結婚にあるのだから結婚した方がよい」という考え方に賛成する割

合の男女別・年齢別推移が示されている。このデータは総理府(総務庁)が1972年以来実施

している全国世論調査からのものであり，この表から，女性の結婚に対する伝統的価値観は

1980年代後半になって急激に弱まってきていることが分かる。1987～90年の僅か３年間で

賛成者の割合は半減をみており，この傾向は男女共に認められる。また，年齢が若い程，伝

統的意識も薄い。中でも興味深いのは，1970年代初めには賛成する者の割合は男性よりむし

ろ女性の方が高かったが，1980年頃逆転していることである。ここから！「結婚と女の幸福」

に関する伝統的価値観からの乖離は女性の方でより急速に進んでいると考えることができる。

次に，実際の配偶者選択の形態に関してであるが,表８に結婚コウホートからみた結婚形

態のパーセント分布の日本と韓国における変遷が示されている。日韓両国共，見合い結婚の

割合は低下し続けており，ここからも伝統的配偶者選択方法への依存度の低下と結婚におけ

る親の影響力の弱まりが窺える。また恋愛結婚の中で，そのきっかけが友人や職場を通して

知合ったという者の割合が増加しているのが目立つ。これも近年の女性の社会進出の反映と

も考えられる。

更に，家庭内における性的分業に関する価値観について見てみたい。表９には「男は仕事，

女は家庭」という伝統的価値観に賛同する者の割合の男女別，年齢別及び女性の就業形態別

推移が示されている。ここから，わが国では家庭内の性的分業に対する伝統的意識は1970年

代初頭には非常に強かったが，以後急速に薄れてきていることが分かる。特にここでも女性
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の意識の変革の速度が男性に比べて速いのが目立つ。そして年齢が若い程伝統的意識も薄く，

また興味深いことに，1980年代後半までは主婦や家族従業者等就業していないか，していて

も家にいる女性の方にこの伝統的価値観は強かったが,最近は女性の就業状態による差異は

殆ど認められなくなってきている。更にこれを国際比較の視点からみると（表10)，わが国

で見られた夫婦関係をめぐる伝統的意識の弱まりは洋の東西を問わず起こっていることが分

かる。

しかしながら，結婚や家庭をめぐる伝統的価値観は急速に弱まり男女平等の考え方は広く

支持されるようになってきているとはいえ，実際の行動との隔たりは依然非常に大きい。例

えば，1981年の総務庁統計局(1983)の調査によると，男性の家事・育児の分担時間は一日

平均８分であり，この値は1980年代を通して殆ど変化していない6も従って，わが国の女性

(特に結婚して働いている女性)の家庭生活における負担は，女性の社会進出が進むことで

むしろ大きくなってきていると言える。

５結

韮叩

平均余命の男女差や結婚のタイミングなどの人口的側面，および教育水準からみたわが国

の女性の社会的地位は，順調に向上してきており，国際的にみても非常に高い水準にある。

また結婚や家族をめぐる伝統的価値観も急速に弱まってきており，特にこの意識変化は女性

の間で目覚しい゜

しかしながらその一方で,一旦就職しても結婚や出産・子育てのために労働市場から女性

が撤退する傾向はまだ根強く，また労働市場復帰後の就労形態はパート等二次的なものがか

なりな割合を占めている。従って，日本女性の社会経済的自立度はまだ今一歩の感が強く，

就労という観点からみたわが国の女性の社会的地位は，他の先進国やアジア新興工業国と比

較して，まだ低いと言わざるを得ない。またこの女性にとっての家庭と仕事の両立の難しさ

は，家庭内での性的分業に対する伝統的価値観からの近年の著しい乖離傾向とはうらはらに，

男性による家事・育児分担は実際には殆ど行なわれていないという状況からも窺い知ること

ができる。

従って，わが国における女性の社会的地位の更なる向上と男女間の平等を実現するために

は，社会進出における男女の機会の均等の確保と，女性の就業と家庭の両立を社会的に支援

していくことがⅢ今後の社会的課題としてますます重要になってきている。
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(注）

1）国連による「国際婦人年」決定の経緯とその内容,及び「国連婦人の10年」要旨は鹿野，1989に
簡潔にまとめられている。参照されたい。

2）このような女性の地位と役割が人口と開発の重要な媒介変数であるという主張を受けて，1989年の
「世界人口白脅」では変革の担い手としての女性に注目し，「女性への投資,９０年代の焦点」と題され

たレポートがなされている。詳しくは，国連人口基金，１９８９を参照されたい。

3）Mason，1986には，社会人口学的諸研究において使われている女性の地位の指標の例が30以上示

されている。参照されたい。

4）日本を含めたアジア太平洋地域の国々における女性の平均初婚年齢と初婚年齢の男女差の推移に関

する詳細なデータはTsuya,１９９１に示されている。

5）伝統的「家」制度の下での家族関係及び女性の役割についての詳細はTsuyaandChoe,1991に
簡潔にまとめられている。参照されたい。

6）韓国でも家事・育児の分担状況は厳しく，1986年の「韓国家族周期調査」によると，１５～64歳の女

性の配偶者(夫)の中で家事・育児を手伝う者の割合は2％以下であった（Kongeta1.,1990)。一方，
米国の1975～76年の調査によると65歳以下の有配偶の男性が家事・育児に費やす時間は１日平均105

分である（CovermanandSheley,1986)。
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表１日本及び他の主要国における男女別出生時の平均余命

出生時の平均余命

国名 年次または期間 男
(1)

女
(2)

男女差
(3)＝(1)－(2)

－１．１

－２．７

－３．４

－４．９

－５．４

－５．２

－５．４

－５．７

－５．９

本日 1921-25

1935-36

1950－52

1960

1970

1975

1980

1985

1989
１
９
６
３
３
７
４
８
９

●
の
Ｐ
●
●
●
●
●
■

２
６
９
５
９
１
３
４
５

４
４
５
６
６
７
７
７
７

２
６
０
２
７
９
８
５
８

●
●
●
■
■
●
●
●
■

佃
佃
聞
知
Ⅷ
祀
氾
帥
皿

韓国

湾
己邑
ロ

§ノンガポール

タイ

フィリピン

インドネシア

インド

パキスタン

パンクラデシュ

アメリカ合衆国

フランス

スウェーデン

1987

1987

1987

1985-90

1985-90

1985－90

1985-90

1985-90

1985－90

1987

1987

1987

68.7 775

８
２
２
１
８
８
１
０
７
０
５
２

●
●
の
●
①
曰
●
●
●
●
●
Ｃ

８
５
５
４
３
２
０
０
０
７
８
６

一
一
一
一
一
一
一

一
一
一

71.1 76.3

71.3 76.5

630 67」

616 65.4

54.6 57.4

57.8 57.9

56.5 56.5

50451.1

7８６7１．６

72.6 81.1

74.2 80.4

出所：ＷＨＯ（1990）ＷｏｒｌｄHcaJthSZaZisZiCsZ98889;UnitedNations(1989)WorZdPopuZα‐

〃。〃PmSpecZsI988；Directorate-GeneralofBudget，AccountingandStatistics，

ExecutiveYuan(1990)StaZisticajYer6oolzqﾉｵﾉieRepu6JicO/Ｃ/ｉｆ"QI99D；厚生省人

口問題研究所（1991）『人口統計資料集1990～91｣。
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表２日本と他の主要国における女性の平均初婚年齢(SＭＡＭ)、平均初婚年齢(SＭＡＭ)の男女差、
及び女性の生涯未婚率の推移

女性の生涯未婚率
（％）

９８．５

９８．１

９６．０

９５．６

９５．７

９６．５

SＭＡＭの男女差女性のＳＭＡＭ年次国名

６
４
９
５
Ｊ
’

２
２
２
３
３

23.6

25.0

24.6

25.1

25.8

26.7

本日

６
０
５
２
１
７
６
９
１
３

■
■
●
●
●
●
の
ｃ
●
●

閉
朗
船
船
鯛
肥
的
Ｗ
明
妬

3.2韓国

台湾

シンガポール

タイ

フィリピン

インドネシア

インド

パキスタン

バングラデシュ

アメリカ合衆国

フランス

スウェーデン

24.7

23.8

2.226.2

2-022.7

2.922.4

20.0 ４．１

４．７18.7

19.8 5.1

16.7 7.2

2.422.7

2.323.6

2.626.8

資料：UnitedNations（1985）WorldPOpuJQZjo〃Tre"dScmdPoJjcies:Ｚ咄MOPzitormg

RePorLVolumel； （1988）WOrJdPopulatio几Tre"｡Ｓα"dPoJicies:】兜７

Ｍb"jtoringReport・Ｖｏｌｕｍｅｌ；NationalBureauofStatistics，RepublicofKorea

（1989)OutZi"ｅＣｍｄＭｑ/orResuJ2sq/theI985Popujazio几＆HbzLsmgCeF2susi〃tﾉｔｅ

Ｒ甲哩6Zicq/ＫＣ”α；厚生省人口問題研究所(1991）『人口統計資料集1990～91』；津谷典子

（1991）「出生力転換理鎗再考一ＮＩＥＳの場合を中心として」『人口学研究」第14号pP49-65。
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表３日本における男女別進学率の推移

高校進学率短大・大学進

全体女子全体女子男子
年次

1950

1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1989

５
５
７
７
１
９
２
８
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●

姐
皿
印
加
配
皿
則
兜
肌

７
４
９
６
７
０
４
９
３

の
●
●
●
●
●
●
●
●

鍋
切
開
的
皿
粥
妬
拠
妬

０
５
６
７
６
０
１
８
０

凸
Ｄ
Ｃ
●
０
●
●
Ｃ
Ｄ

蛆
弱
弱
、
田
皿
鯛
卯
兜

１
３
０
６
８
４
６
３

巳
Ｏ
●
■
●
●
●
●

加
加
Ⅳ
羽
師
師
訂
妬

０
５
３
７
４
３
５
８

０
●
●
●
●
●
●
Ｇ

５
５
１
７
２
３
４
６

１
１
３
３
３
３

０
９
４
２
０
３
６
８

●
●
●
●
●
●
●
●

巧
以
皿
羽
姐
虹
仙
妬

出所：文部省『学校基本調査』

表４日本と他の主要園における初等学校及び中・高等学校就学率：1965年と1986年体一“

全一砿

女一職

子一“

男一職

子一蝿国名

初等学校就学率

日本

鞠国

シンガポール

タイ

インドネシア

インド

パキスタン

パングラデシニ

フランス

スウェーデン

㈹
Ⅲ
妬
氾
ね
測
如
姐
狐
妬

１
１
１

１

102

９４

１１５

９９

１１８

９２

４４

６０

１１２

９９

㈹
開
叩
測
閲
印
加
孤
鍋
妬

１
１

１

他
別
⑬

１
１

０
３
０
２
９
９
９
７
５
４

０
０
１
８
７
８
５
６
３
９

１
１
１

１

101

９４

１１８

116

７６

３２

５０

１１１

９９

１
７
５
９
３
７

２
０
５
６
１
９

１
１

１

中・高等学校就学率

日本

韓国

台湾

シンガポール

クイ

インドネシア

インド

パキスタン

パングラデシュ

フランス

スウヱーデン

２
５
８
５
４
２
７
２
３
６
２

８
３
３
４
１
１
２
１
１
５
６

船
妬
舩
、
羽
皿
弱
皿
旧
開
囲

１
５

８
２

Ｗ
兜
釧
ね

8２

４４

５
８
１
０

９
９
９
７

１
１
７
３
５
３
９
０

４
１
１

５
６

９
６
８
１
８
３
３
３

４
１
１
４
１
２
５
６

拠
飢
、
ｕ
”
郷

５
５
５
４
２
９

４
４
２
２
９
７

出所：WorldＢａｎｋ（1989）WOrZdDeDeJOpmemReportJ兜9.ＮｅｗＹｏｒｋ:OxfordUniversity
Press；Directorate-GeneralofBudget，AccountingandStatistics，ExecutiveYuan

（1990)StatjsZjcaZYcar6oohq/theRepu6Zjcq/CMza1990．
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表５日本における学校卒業者の就職率の男女別推移

大学短期大学高等学校中学校年次

女子

１９５０

１９５５

１９６０

１９６５

１９７０

１９７５

１９８０

１９８５

１９８９

男子

１９５０

１９５５

１９６０

１９６５

１９７０

１９７５

１９８０

１９８５

１９８９

２
５
１
７
９
８
７
４
５

●
●
●
■
●
●
●
Ｏ
●

妬
酊
“
船
閑
駆
閖
氾
犯

７
６
６
９
２
０
６
４
０

●
●
●
Ｄ
Ｐ
Ｂ
Ｇ
、
●

５
８
８
２
１
８
５
３
７

３
３
５
６
６
４
４
４
３

１
９
５
０
１
９
２
９
９

●
●
●
●
●
●
●
■
●

“
如
師
沁
肥
５
３
２
１

42.5

49.8

57.4

68.8

73.0

76.4

81.3

86.1

１
０
３
６
８
５
５
８
１

●
●
■
●
●
●
■
●
●

“
巧
舶
柵
皿
而
犯
氾
帥

９
１
７
９
４
１
２
７
２

●
●
●
●
■
Ｄ
Ｃ
●
●

７
４
３
７
５
１
０
８
４

４
５
６
５
５
４
４
３
３

２
０
７
９
５
９
５
５
８

●
●
●
■
●
●
●
●
■

６
３
９
６
６
５
４
４
３

４
４
３
２
１

７
５
１
５
６
８
６
６

●
●
●
●
⑪
ｐ
●
の

６
９
４
０
５
１
２
１

６
７
８
８
７
７
７
７

出所：文部省『学校基本調査』
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表６日本と他の主要国における年齢別女子の労働力率の推移

女子の年齢

1５－１９２０－２４２５－２９３０－３４３５－３９４０－４４４５－４９
国名と年次

日本

１９６０

１９６５

１９７０

１９７５

１９８０

１９８５

一
一
御
晒
蝿
卿

＃
＃

９
０

０
２

５
６
８
９
１
９

’
一
ｍ
鰹
“
師

49.0

35.8

33.6

21.7

18.5

16.6

54.5

49.8

50.9

46.1

46.9

47.7

70.8

70.2

70.6

66.2

700

71.9
５
０
５
６
２
１

●
ロ
■
●
●
●

別
伯
妬
岨
姐
別

56.5

51.1

48.2

43.9

48.2

50.6

０
６
５
０
０
０

●
■
●
●
●
●

９
９
７
４
８
０

５
５
５
５
５
６

韓 国

1970

1980

1984

37.6

38.4

33.9

43.7

30.9

19.1

42.0

49.2

49.0

30.9

30.5

31.8

38.6

41.8

38.7

44.8

56.0

50.4

49.8

60.8

59.2

502

64.6

60.4

湾

《
ロ

1970

1980

1984

35.5

39.3

43.3

45.0

41.6

34.6

27.6

40.3

47.4

28.0

37.4

47.1

30.6

43.9

49.0

30.5

42.2

51.4

41.4

55.7

59.3

27.0

38.6

44.6

シンガポール

１９７０

１９８０

１９８５

43.0

48.1

33.8

29.5

44.3

44.9

53.6

79.0

78.9

30.8

59.5

66.5

22.7

45.0

48.8

19.3

37.7

44.7

17.8

35.3

39.6

17.5

27.0

36.3

アメリカ合衆国

１９７０

１９８０

１９８７

40.5

49.9

54.0

29.2

45.8

42.8

56.1

67.8

72.3

45.4

66.3

72.8

-48.3

63.264.4

71.1７３．８

530

61.5

70.6

65.0

74.3

＊15歳以上の全ての女子の率。

＃40～54歳の女子の率。

資料：OfficeofLaborAffairs,RepublicofKorea・year6oo虎ｑ/Ｌα６０匹rSZaZjstics・vari‐

ousyears;NationalBureauofStatisticsEconomicPlanningBoa｢d1RepublicofK

orea・PopuJaEio〃α"ｄＨｏｕｓｍｇＣｅ几sⅢsReporZ・variousyears；Directorate-General

ofBudget,AccountingandStatistics,ExecutiveYuaｎ（1986）SCqZisZicα／YEqr6oo虎

Ｑ/t〃eRepu6ZjcQ/CMzaI985;PopulationCensusOfficeoftheExecutiveYuan(1982）

AFT唾ZracZReporto〃ｔﾉｔｅＩ９８０Ｃｅ"ｓｕｓｑ／PopuJaZio〃αrzdHOusmg，RepzL6JicQ／

Chirzα；ResearchandStatisticsDepartmentoSingaporeMinistryofLabour，Ｓｊ"gα‐
poreyeQr6oolaQ/Ｌａ６ｏｕｒＳZQZistics・variousyears；InternationalLabourOffice，

Ybar6oo虎q/La6orStatjstjcs,variousyears；労働省婦人局(1989）『婦人労働の実情｣。
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表７「女性の幸福は結婚にあるのだから結婚した方がよい」という考え方に
賛同する者の割合の推移：日本，1972～1990

回答者の属性

全体

1972
￣

３９

1979
￣

３３

1987
￣

３０

1990
-

１５

９
９
９
９
９

性
己
弓
刮
弔
毛
十

０
０
０
０
０
０

２
３
４
５
６
７

男

3６ 3３
鋼
妬
沁
師
諏
蛆
姐

６
７
９
１
２
７
５

１
１
２
２
２

９
４
９
４
９
４
９
４
９
９

性
訓
宅
宅
ヨ
ヨ
コ
剖
毛
冠
毛
十

８
０
５
０
５
０
５
０
５
０
０

１
２
２
３
３
４
４
５
５
６
７

女 ０
９
６
８
９
８
８
３
２
３
８
４

４
２
３
３
３
３
３
４
４
４
４
４

3２ 2８ 1４

妬
皿
肥
犯
型
羽
羽
泌
鍋
仙

５
４
９
６
９
ｕ
ｕ
別
犯
妬

出所：総理府内閣総理大臣官房広報室(1973）『婦人に関する意識調査』；同（1987と1990）「女性

に関する世論調査｣。
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表８結婚コウホートからみた結婚形態のパーセント分布：日本と韓国

恋愛（知り合ったきっかけ別）
結婚
コウホート

その他

灯
訂
“
閃
洞
門
Ｍ
酊

本
蛛
鰹
胖
貯
か
緑
野
眸

日
１
１
１
１
１
１
１
１

９
９
９
９
９
９
９
９

閉
印
姐
処
拠
釦
距
鋼

妬
姐
囲
船
舶
閃
布
而

２
３
５
０
２
１

１
１
１
２
２
２

皿
妬
釦
酊
犯
別

２
３
５
５
７
７

８
５
５
３
３
１

５
５
７
７
７
７

４
３
４
６
４
７

韓国

-1939

1940-49

1950-59

1960-69

1970-79

1980-86

鯛
妬
朋
皿
弱
妬

３
４
１
９
２
５

１
１
４
５

０
５
９
０
６
２
２

０
１
４
１
６
１
１

０
１
１
２
３

２
３
２
５
３

１
２
４
７
７

(注）日本の値は不詳の場合を除いて再集計した。

資料：Kong,SaeKwon,InwhaPark,AejoChojinsookKim,andHyunsupChang(1987）
ＨｔｍｇｕｈＫｑ/oんＫ〃ｏｕｊＢｙｏ"ﾉiLuα(Cﾉhangesj〃FtzmiZySZrucm死i〃Korea)．Seoul：

KorealnstituteforPopulationandHealth：厚生省人口問題研究所（1978）『第７次出産

力調査報告書小同(1983）『第８次出産力調査報告替小同(1988）『昭和62年日本人の出産

と結婚一第９次出産力調査一｣。
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表９「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛同する者の割合の推移：日本，1972～1990
卿
一
羽属性

全体

1987
￣

４３

岬
一
関

1972
￣

８３

男性

２０－２９

３０－３９

４０－４９

５０－５９

６０－６９

７０＋

6３

駆
仙
虹
偲
研
田
氾

調
姐
調
躯
鉛
鍋
弘

8４

女性

１８－１９

２０－２４

２５－２９

３０－３４

３５－３９

４０－４４

４５－４９

５０－５４

５５－５９

６０－６９

７０＋

閉
町
而
皿
閖
皿
出
師
閉
館
肥
阻

4９ 3７ 2５

鯛
釦
犯
泌
調
孤
佃
妬
研
皿

犯
岨
別
Ⅳ
応
加
妬
弘
姐
妃

女性の職業

歴用者

農・林・漁業

自営業・家族従業者

主婦

刈
弓
Ｆ
田
山
田
口
山
囚
Ｌ

可
－
０
【
ｘ
ｕ
ｎ
ｘ
ｕ
（
ｘ
ｕ

３
＃
６
１

２
－
４
４

句
Ｉ
＃
庁
Ｉ
Ｒ
Ｕ

，
］
’
９
】
ワ
】

(注）＃自営業・家族従業者に含まれる。
出所：表７を参照。

表１０「男は外で働き、女は家庭を守るべきだ」という考え方に賛成する者の18～24歳の
回答者における割合：日本と他の主要国における1977年、1983年、1988年の数値

ン
・
〆

●
ワ

国

日
韓
シ
ァ
フ
ス

名

本

国

ガポール

リカ合衆国

ランス

エーデン

1977
￣

50.4

1983 1988

44.5

41.8

30.6

35.9

17.5

18.5

18.7

６．３

27.3

29.3

８．２

18.6

22.6

７．０

出所：総務庁青少年対策本部(1989）『世界の青年との比較からみた日本の青年一世界青年意識
調査(第４回)報告密｣。
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第７章 資 料 篇



男女別人口及び世帯数

人 ロ

人口性比

(女100人につき男）
人口密度

(lkdE当たり）
地 域

総数 男 女

全国

市部
郡部

北海道

宵森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県

福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
干葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県

広島県
山口県

徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県

熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

123,611,541
95,643,515
27,968,026

5,643,715
1,482,935
1,416,960

2,248,521
1,227,491
1,258,404
2,104,119
2,845,411
1,935,186
10966,287
6,405,319

5,555,467

11,854,987
7,980,421
2,474,602
1,120,182
1,164,627
823,595
852,980

2,156,656

2,066,579
3,670,891
6,690,440
1,792,542
1,222,401

2,602,520
8,734,670
5,405,090
1,375,478
1,074,321
615,741

781,005
1,925,913
2,849,822
1,572,645
831,582

1,023,434
1,515,027
825,063

4,811,179

877,865
1,563,015
1,840,383
1,236,924

1,168,922
1,797,766
1,222,458

60,691,561
47,120,070
13,571,491

2,722778
704,790
6801150

1,104,952
531,628
607,041

1,024,292

1,418,998

962,534

971658
3245,585
2,802,712
51968,723
40097,709
1200,293
538628

5620662
400,353
418,644

1,048,031

1,003,888
1,808,912
3,354,459
869,457
601061

1,267,522

4,308,050
2,619,369
663,535
510,721
294,871
373,563
926,730

1885,136
744,793

395,838
4910593
716,817

388,955
2,303,294

414,648
736,683
869,385
584,614

551,491
Ｍ2,362
598,603

62,919,980

48,523,445
14,396,535

2,920,937
778,145

736,810
1,143,569
642,863
651,363

1,079,827

1,426,413
972,652
994,629

3,159,734

2,752,755
5,886,264
3,882,712

1,274,309
581,554

601,965

423,242
434,336

1,108,575

1,062,691
1,861,979
3,335,981
923,085
621,340

1,334,998

4,426,620
2,785,721
711,943

563,600

320,870
407442
999,183

1,464,686
827,852
435,744
531,841
798,210
436,108

2,507,885

463,217
8260332
9701998
652,310
617,431
955,404
623,855

９６．５

９７．１

９４．３

９３．２

９０．６

９２．３

９６．６

９０．９

９３．２

９４．９

９９．５

９９．０

97.7

102.7

101.8

101.4

105.5

９４．２

９２．６

９３．５

９４．６

９６．４

９４．５

９４．５

97.1

100.6

９４．２

９６．７

９４．９

９７．３

９４．０

９３．２

９０．６

９１．９

９１．７

９２．７

９４．６

９０．０

９０．８

９２．４

８９．８

８９．２

９１．８

８９．５

８９．２

８９．５

８９．６

８９．３

８８．２

96.0

麹
鰹
皿
氾
“
肥
”
噸
噸
噸
獅
迦
知
”
、
籾
、
獅
独
躯
獅
皿
蜘
蠅
姻
知
汕
弧
弛
剛
蠅
鏥
麹
、
叩
、
繩
醐
刎
班
”
岻
蛎
卿
麹
独
蠅
、
配
釦

１
１
５
３

０
９
７
９

１

，

４

１）人口密度の算出に用いた面繭は，建設省国土地理院「平成元年全国部道府凧市区町村別面種調｣による。

資料平成２年国勢鯛査速報,全国都道府県市区町村別人口(要叶表による人□)平成２年10月１日現在,総務庁統計局
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全国市部，郡紙都､[府県

馴
替
照率（％）

121,048,923
93,255,444
27,793,479

5,679,439
1,524448

1,433,611
2,176,295
1,254,032
1,261,662
2,080,304
2,725,005

1,866,066
1,921,259
5,863,678

5,148,163

11,829,363
7,431,974
2,478,470
1,118,369

1,152,325
8170633
832,832

2,136,927

2,028,536
3,574,692
6,455,172
1,747,311
1,155,844
2,586,574

8,668,095
5,278,050
1,304,866
1,087,206

616,024
794,629

1,916,906
2,819,200
1,601,627
834,889

1022,569
1,529,983
839,784

4,719,259
880,013

1,593,968
1,837,747

1,250,214
1,175,543
1,819,270
1,179,097

2,5620618

2,388,071
174,547

△35,724
△４１０５１３
△16,651

72,226
△26,541
△3,258
23,815

120,406

69,120
４５，０２８

541,641

407,301
25,624

548,447
△3,868

1,813
12,302

5,962
20,148
19,729
38,043

96,199
235,268
45231
66,557

15,946
66,575
127,040
70,612

△12,885
△283

△13,624
9,007

30,622

△281982

△3,307
８６５

△14,956
△14,721

91,920

△2,148
△30,953

2,636

△13,290
△6,621

△21,504
43-361

１
６
６
６
７
２
３
１
３
１
４
７
３
２
９
２
４
２
２
１
７
４
９
９
７
６
６
８
６
８
４
４
２
０
７
５
１
８
４
１
０
８
９
２
９
１
１
６
２
７

●
●
■
●
巳
■
の
●
●
■
●
●
０
●
●
■
●
●
■
●
●
●
の
Ｂ
■
●
●
●
●
●
■
■
●
●
●
●
●
●
●
●
■
■
●
●
●
●
●
ｅ
０
●

２
２
０
０
２
１
３
２
０
１
４
３
２
９
７
０
７
０
０
１
０
２
０
１
２
３
２
５
０
０
２
５
１
０
１
０
１
１
０
０
１
１
１
０
１
０
１
０
１
３

△
△
△
△
△

△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△

０
４
６
６
２
１
８
０
０
７
３
６
６
２
５
６
５
０
９
９
７
７
７
７
０
４
５
０
１
１
４
１
９
５
６
６
３
３
７
８
２
７
９
７
３
５
０
９
５
０

●
Ｄ
Ｂ
●
●
●
●
●
●
●
●
■
Ｃ
。
●
ｃ
●
●
●
０
０
の
●
●
●
●
●
●
●
Ｂ
０
０
●
ｃ
ｃ
●
●
■
０
●
●
●
●
●
６
。
■
●
心
●

㈹
而
犯
４
１
１
１
１
１
１
２
１
１
５
４
９
６
２
０
０
０
０
１
１
３
５
１
１
２
７
４
１
０
０
０
１
２
１
０
０
１
０
３
０
１
１
１
０
１
１

１

41,016,255
33,000,070
8,016,185

2,030,947
455Ｊ33

427,622
699,615

358,644
341,685
606,776
833284

573,343
602’996

2,043,806

1,813,157

4,778,400
2,846,591
707.714
314560

361,094
234,151
263,362
657,229

603,045

1,117,151
2,173,114
545,834
352,235
901,453

3,090,354

10791,019
413,114
345172

179,778

236,074
609489
980,921

536,835
259,546
322,807

512,715
291,728

1,638,794
251,188
503,328

578,471
411,680

392,586

659,393
368,322

38,133,297

30,490,020
70643,277

19300078
443,995

412,880
641,669
350,976

331303
574,968

75aO85

521,556
556,268

1,751,372

1,572,575

4,511,423
2,491,849
680,756
300,526
338,066

224,295
244,804
621,880

567,946

1,033,037
1,985,108
508,085
320,354
860,309

2,904,717
1,666,482
375,311
333,839

173,211

233,161
583,470
9222“

518,938
248,498
306,996

492,583
283,424

1,522,528
242,619
489,492
553,963
395,855

376,071
640,954
334.778

8９



都道府県別人口動態（平成元年）

口1,000対人

都道府県
死亡率 婚姻率 離婚率出生率

国
道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
湯
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

海
奈

歌
児

全
北
宵
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長
枝
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

４
４
３
５
０
９
０
２
３
６
７
７
０
８
７
５
５
０
５
５
５
６
２
６
３
５
８
９
８
２
３
０
８
６
８
０
３
９
７
６
８
８
７
６
９
３
４
８

●
■
●
■
●
。
●
●
■
■
●
●
●
■
凸
■
□
●
巴
●
●
●
●
●
■
●
①
●
●
●
●
の
ら
●
●
●
①
●
の
■
●
●
●
●
■
●
●
■

６
６
７
７
６
７
８
７
６
６
６
４
５
５
４
７
７
７
７
７
７
６
６
５
７
６
６
５
６
６
８
８
８
７
６
８
８
７
７
８
６
７
７
７
７
７
８
４

８
９
２
０
４
８
９
２
４
６
５
１
８
９
８
８
９
２
３
６
２
１
６
２
４
７
５
５
８
５
２
９
４
１
５
９
１
０
２
９
７
９
１
１
９
３
０
２

●
■
●
●
ひ
●
Ｃ
●
０
□
●
●
●
■
■
Ｄ
Ｃ
●
●
●
●
●
①
●
●
●
●
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
●
●
●
●
●
●
■

５
５
５
５
５
４
４
５
５
５
５
６
５
６
６
４
４
５
５
５
５
５
５
６
５
５
５
６
５
５
５
４
４
５
５
４
５
５
５
４
５
４
５
５
４
５
５
６

1.29102

８
４
３
８
４
３
１
４
６
３

●
Ｃ
ｅ
●
Ｐ
●
●
●
●
■

９
０
０
０
９
０
１
０
０
０

１
１
１
１
１
１
１
１

７
７
１
８
５
６
６
４
４
０

７
４
０
０
０
８
０
０
１
２

■
●
●
●
●
●
■
●
●
●

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

10.1

９．９

9.1
10.1
10.2

1.20

1.28
1.51

1.36
1.83

9.2

10.1

11.0

10.4

10.2

0.91

1.10

1.01

1.07

0.97

0.95

1.18

1.19

1.02

0.91

10.1

10.5

10.9

10.2

11.2

７
３
１
８
６

●
●
●
Ｂ
■

９
０
０
９
９

１
１

1.18

1.61

1.28

1.10

1.31

４
９
１
３
２
７
６
０
２
５
７
０
７
８
０

●
●
■
●
●
●
０
●
●
●
●
Ｃ
Ｏ
●
■

０
９
０
０
９
９
６
０
９
０
０
１
０
９
１

１
１
１

１
１
１
１
１
１

ｎ
Ｍ
凹
咀
犯
過
皿
調
“
鉛
伽
犯
皿
調
囲

●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
■
●
●
●
▲

１
０
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

10.9

14.9
1.27

1.95

資料厚生省統3f情報部：平成元年人口動態統計（年報）確定数ｐ1７，１９
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０
０
７
５
１
２
０
２
３
６
１
１
９
７
０
４
４
０
５
９
９
３
３
７
８
８
１
７
１
９
４
１
７
８
２
５
６
８
６
６
５
３
６
０
８
０

●
●
●
●
●
●
■
●
け
０
●
■
●
■
●
●
け
●
巳
Ｏ
●
●
●
●
●
●
■
Ｏ
Ｂ
●
●
Ｃ
Ｏ
０
０
■
ｑ
●
●
Ｃ
Ｇ
●
●
●
●
●

６
６
８
６
６
５
５
７
６
５
７
６
５
５
６
５
６
４
５
４
５
５
５
５
５
５
６
５
６
５
７
６
６
５
５
７
６
５
６
７
５
７
５
６
５
７

６
５
８
８
５
５
５
０
０
３
７
４
０
５
４
１
１
９
４
６
５
３
８
７
３
３
０
６
８
８
３
７
９
３
３
８
４
２
６
３
７
３
２
９
０
３

●
●
●
■
、
●
●
●
■
●
●
●
、
●
●
ｃ
ｃ
●
０
Ｃ
Ｇ
●
０
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
⑪
●
白
●
■

４
４
６
３
４
４
３
６
５
４
４
４
４
４
４
４
６
２
４
３
４
４
３
４
５
５
４
４
４
４
５
４
３
４
４
４
５
５
４
６
４
５
４
４
４
５

42.4

４
９
９
８
８
１
７
２
７
０

０
０
●
●
●
●
Ｏ
Ｂ
●
●

２
５
９
０
２
３
６
８
１
７

６
４
４
５
４
４
４
３
４
３

４
３
１
２
１
７
６
１
６
３
３
０
４
０
３
３
７
２
１
５

●
●
●
●
ロ
■
●
●
●
。
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■

妬
鉛
似
妬
鋼
弱
引
釦
羽
弧
窃
躯
銘
銘
調
胡
妬
調
銘
仙

41.8

37.3

43,2

38.7

46.6

５
９
９
２
７
３
１
５
１
９

Ｏ
Ｇ
●
●
、
●
●
●
●
■

弼
幻
鯉
姐
印
妬
印
囲
弘
師

9１

￣

死産率

（出産1,0CO対）

出生1,000対

乳児死亡率 周産期死亡率



大都市人ロ動態（平成元年）

自然増加 乳児死T￣都市 新生児死亡

実数（人）

東京区

札

横

川

名古

京

大

神

広

北九

福

部
幌
浜
崎
屋
都
阪
戸
島
州
岡

71,026

17,479

32,824

13,034

22,974

13,590

26,077

13,890

12,031

10,023

14,023

49,801

8,103

141728

5,014

12,743

9,970

180610

9,728

5,421

7,077

6,176

21,225

9,376

18,096

8,020

10,231

3,620

7,467

4.162

6,610

2,946

7,847

９
５
２
５
３
１
８
１
１
１
５

１
７
４
６
１
５
３
６
５
５
５

３
１

１
１

別
如
布
躯
船
型
皿
駆
犯
泌
釦

１

出生・死亡・自然増加・婚姻・離婚率は人口1,000対，乳児死亡・
新生児死亡・周産期死亡率は出生1,000対，死産率は出産1,000対（ ）比率

東京区

札

横

川

名古

京

大

神

広

北九

福

部
幌
浜
崎
屋
都
阪
戸
島
州
岡

６
６
３
３
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昭和60年地域別生命表一主な年齢の平均余命
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資料昭和60年地域別生命表厚生省大臣官房統計悩報部Ｐ1３
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９
９
ａ
９
８
ａ
９
８
８
８
ａ
９
９
ａ
９
９
９
９
９
９
９
ａ
９
ａ
９
８
９
８
８
８
ａ
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
０
９
９
９
２
９
９
９
９
９
９
８
８
９
９
９

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２
１
１
１
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

羽
姐
酎
弘
蛆
則
銅
蝿
鋼
諏
艶
艶
焔
四
釦
鍋
”
創
咀
脂
鉛
７
調
鑓
仙
躯
仰
躯
把
扣
Ⅳ
３
８
２
６
６
５
０
４
９
３
９
２
４
０
０
１

１
２
１

１
１
２
１
２



都道府県別人口移動

転入超過人口

都道府県
４５年 ５０年 ５５年 ６０年

国
道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

海
奈

歌
児

全
北
宵
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

０
釦
叩
翻
銅
麺
醗
、
”
熾
釦
稲
、
躯
、
咽
螂
蠅
蝿
哩
即
即
師
繩
師
郷
蠅
、
卿
蠅
獅
蜘
師
蠅
晒
、
醜
”
噸
錨
畑
”
”
ｍ
卿
哩
皿
》

４
６
１
２
８
５
８
４
６
路
、
似
”
閉
４
２
４
５
９
１
９
６
２
８
３
６
７
６
６
３
１
６
８
２
７
１
３
７
１
２
９
３
７
７
８

７
１
２
１
１
１
１

１
１
１
１

４
５
１
１

１
１

１
３
１
３
３
１
３

△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

０
埖
畑
畑
麺
醐
細
舳
噸
噸
醜
卿
伽
”
耐
幽
、
蝿
瓢
卸
煙
船
硴
卿
”
細
郷
麺
噸
”
翅
弛
魍
翻
鋤
翅
叩
醗
、
麹
遜

５
２
５
７
３
４
７
５

７
０
７
９
℃
０
０
９１

Ｍ
Ｗ
犯
犯
７
１
１
２
４
２
９
９
６
９
０
３
１
２
１
１
２
３
２
２

０
Ｐ
０
９
０
●
０
０
９
０
０
▽
０
０
０
９
９
１
０
０
９
９
０
●

１

３
１

２

△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△

0

4,729
５．１５２
4,679
4,164
5,092

3,016
4,536
24,106
1,861
1,765

51,734
66,091
94,889
28,114
4,213

０
ｍ
轍
紐
麹
蝿
卿
噸
卿
翻
翅
噸
幽
噸
幽
弧
醗
卿
職
噸
即
唖
醗
哩
恥
噸
瓢
錨
蠅
皿
祇
班
噸
刎
繩
噸
趣
蠅
咄
銀
蝿
、
”
噸
、
瓢
茄
旭

２
１
７
０
７
６
４
４
８
３
１
９
２
１
９
８
１
１
２
１
２
５
２
５
４
０
２
８
４
１
２
２
３
５
２
４
２
５
４
８
３
３
４
３

３
３
４

２

△
△
△
△
△
△

△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

△
△
△

△
△
△

△

△
△

1,495
325

1,333
224

1,817

2,045
3,064
9,950
5,503
9.357

△
△
△

△
△

９
６
２
７
８
６
６
３
２
８
６
２
６
０
５
９
２
９
８
６

“
犯
鍋
脆
犯
別
別
酊
虹
妬
仙
弱
肥
釦
仙
路
ね
皿
朗
如

０
９
９
９
１

９
ｐ
９
１
９
０
０
０
０
ワ
ニ

２
０
１
０
３

１
３
３
１
３
４
１
６
１
１
１

４
１
２

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△

2,829
7,820
10666

７２

９６１

4,534
3.976

60

3.570△

資料総務庁統計局：住民基本台帳人口移風i報告年報平成元年ｐ40～4１
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単位人

平成元年

他府県からの

転入者数
他府県への

転出者数
自府県内

移動者数
転入超過数

０
獅
醗
”
咽
”
鰹
、
剛
躯
皿
師
遡
油
醗
、
飽
釦
恋
朏
吻

２
１
１
１
８
４
６
４
３
５
４
２
４
３
１
０
６
１
１
１
１
１

０
０
０
▽
▽
０
９
９
９
６
０
０
９
０
９
０
１
０
０
●

１
７
５
６
５

△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△
△

3.158.749 3,158,749

89,563
42,475
34,224
56,652
25,742

23054
41,005
57,506
３７．８４９
32.845

3.359-181

67,768
30,617
26,015
60,683
18,870

18,360
37,295
73,326
42,097
35,036

245,955
221,005
454,815
300,590
34,887

17,032
22,532
13,032
19,600
36,753

39,728
75,629
132,694
41,478
35,578

67242
195,871
133,228
47,452
20.431

318,709
28,939
32,354
64,858
１９．８０６

17,783
36,268
52,180
30,995
37084

152,017
135,651
403,754
246,204
43,836

14.758
19,896
11,070
19,316
47,950

36,333
71,847
197,963
32,455
20,383

71,558
273,070
150,529
23,984
16.520

171,058
167,687
516,574
249,761
41.666

18,886
23,873
14,819
18,084
37,777

39,211
74,434
128,744
34,726
25-301

５１７

1,195
ａ950
6,752
10.277那

鎚
却
趨
師
瓢
蠅
舳
躯
魍
弧
獅
魎
卿
、
”
醜
釦
”
、
夘
輌

９
０
９
０
ｐ
９
９
０
０
１
９
０
▽
▽
９
６
０
１
９
９
０

６
“
ｕ
⑫
１
３
２
４
７
２
１
４
２
２
３
１
５
４
４
９
４

１

△
△

△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△

73,620
240,157
118,988
34,969
21.288

12,644
15,251
38,856
68,622
36.653

14,153
18,896
41,734
730127
43.942

9,659
15,190
33,086
94,909
34.745

14,367
24,760
27,674
14415
123,039

21,102
35,876
39,600
27,456
27.983

16,728
26,017
32,342
17,435

120,969

24,604
47,488
44,970
32,185
32.953

17,292
19,607
34,127
18,470

187,822

15,723
38,703
45,760
25,473
32.388

40,656
24.166

50,227
28.441

60,806
47.350

9９



都迫府県Zﾘ就職者流入状況（昭和63年度）

労働．者常 用

都道府県

他県から他県へ県内

32,721

６８

７４

９１

２５１

１７

５３

１１１

６４６

４８１

４３９

1,097
７１７

11,278
2,573

６９

１０１

１９２

６５

１５９

１１４

４１１

５４４

2,975
３６１

４７３

８７５

3,757
６８８

２５２

８０

９５

１５６

２８１

９１９

１４９

１５

２２９

２４９

２５

７５５

２１１

１１８

１９１

１３５

９２

８２

７

1.080.36232.721

国
道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
湯
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
山
風
口
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

海
奈

歌
児

全
北
宵
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

1047-641080.362１

46,362
28,693
23,172
18,317
20,920

14,487
23,722
20`334
18,839
15,053

22,194
210325
71,485
39,505
430929

12,558
14,393
9,785
8,557

23,420

18,622
28,830
40,151
12,850
9,423

９４３

８１４

５４９

３６８

５６７

２３９

７３２

９０９

４２４

433

2,902
2,491
1,867
2,895
３８７

９５

１０１

９９

１４１

１６３

４９３

３３２

３７２

３０６

３９５

６７４

772

1,627
６１５

２９８

46,294
28,619
23,081
18,066
20,903

14,434
23,611
19,688
18,358
14,614

21,097
20,608
60,207
36,932
43,860

12,457
14,201
9,720
8,398

23.306

獅
蝿
剛
蝿
刎
師
瓢
諏
迦
唖
蝿
噸
叩
噸
獅
翻
迦
醜
知
蠅
汕
朏
躯
祇
錨
叩
”
蝿
懸
蠅
銃
鍼
師
卵
、
卿
卸
魍
蝿
醐
麹
蠅
紬
池
、

０
０
０
▽
０
１
０
■
０
０
０
９
０
Ｆ
０
０
０
９
■
９
０
！
Ｐ
、
９
９
９
７
９
９
１
９
９
７
？
●
０
？
７
０
０
０
？
？
０

奴
羽
鍋
岨
別
ｕ
別
別
旧
応
泌
麹
囲
羽
鰹
ｍ
ｕ
９
８
鍋
旧
肥
Ｗ
ｍ
９
嘔
開
Ｗ
６
８
９
ｎ
犯
孤
肥
８
辿
凪
９
砲
Ⅱ
型
型
加
⑲

18,211
28,286
37,176
12,489
8.950

16,102
69,232
37,003
6,592
8,680

9,235
11,372
22,370
32,086
21,838

7,985
14,461
17,985
9,160

52,068

10,946
23,987
24,407
20,383
19,243

15,227
65,475
36,315
6,340
8.600

225

440

517

506

501

9,140
11,216
22,089
31,167
21,689

7,970
14,232
170736
9,135

51,313

10,735
23,869
24,216
20,248
19.151

蜘
師
淑
翅
麺
蝿
祁
噸
翻
師

１

25,532
12.769

758

1.501
25,450
12.762

26,208
14.263

注１.職業安定機関取扱い数。２.新規学卒者とパートタイムを除く。
資料労働省職業安定局：労働市場年報昭和63年度plO6～109,118～121
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単位人

臨時 季節労働者●

県内ｌ他県へ他県へ 他県から

381,961 294.804

209,079
1,471
80630
1,487
６１０

７８９

4,785
４９９

1,436
４６３

２８９

２６６

２３９

１０２

18,458

６７３

5,521
４４２

８３

9,349

2,891
1,041

８１７

１９２

1,102

５１５

330

,6,608
６４６

２７４

８００

2,971
1,298
８４４

５７３

１７

1,738
1,385
４８１

６３９

４２１

９６９

９５２

６６５

'５６８

87.157 381.961 87.157

219,778
15,741
22,459
2,561
9,197

3,578
5,923
５４４

１，“１
５０７

２９２

２６８

い４２６

１５９

24.283

９
０
９
脚
師
朋
銘
妬
５
“

的
”
皿
０
５
７
１

０
４
３
１
８
２
１

１
１
１

209,976
1,638
8,757
1,977
６５０

町
印
”
卯
如

８
１
１
４

８４４

5,078
1,839
2,928
3,785

5,983
3,993

19,456
14,756
18.575

５５

293

1,340
1,492
3.322

３

２

１８７

57

5.825

翻
獅
、
鰹
、
鋼
噸
翻
噸
弛
噸
鉋
醜
懸
噸
烟
紐
釦
蠅
知
迦
釦
卸
加
帥

５
３
９
４
１
１

２
５
４
２
１
２
１

１

１

７４８

８，００４
９４３

84

9,526

2,933
1,064
８５０

236

1,102

７３８

336

8,005
６４９

３２８

75

2,483
５０１

１

１７７

1,067
5,720
７１１

・386

10.313

２
３
３
４
０

４
２
３
４

4,929
6,415
15,679

７５５

３１９０

２２３

6

1,397
３

５４

2,218
3,015
7,927
1,052
９５５

920

3,002
1,448
2,022
６２３

５
５
７
２
５

Ｗ
拠
鍋
鯛
船

９
０

３
１

布
測
調
明
、

１
３

１

０
３
０
２
１
４
０
７
１
４

如
氾
肥
明
弱
Ｍ
釦
関
知
昭

？
７
０
９
９
６
０
□

１
１
１
１
２
２
１
３

鎚
妬
錨
、
迦
噸
皿
懸
蠅
聯
醗
叩

72

1,805
1,543
４９０

７４７

４２５

９７０

９７２

６８６

５６９

弱
町
記
９
肥
４
１
０
１
１
４
０

２
２

１
１

１
１
１
１
２
２
８3,602

9.590

716

680

720

680

101



都道府県別15趣以上人ロの就業状態

昭和62年10月１日現在

有 業

第２次産業都道府県 15韻以上人口
合計ａ） 第１次産業

国
道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
山
島
ロ
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

海
奈

歌
児

全
北
宵
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

97,337

40494
10187
1,131
1,732
１，００３

10011
1,640
2,161
1,478
1534
”
師
秘
加
醜
噸
細
噸
蠅
螂
叩
躯
翻
迦
噸
”

０
２

６

１
１
１
１
２
２
６
３
１

噸
繩
蠅
加
皿
山
、
蠅
細
噸
翅
岻
皿
師
釦
団
鯛
⑫
弱
肛
犯
例
船
記
氾
銘
仰
灯
師
虹
囲
茄
氾
叫
師
四
岡
閲
的
ｎ
羽
閉
切
的
加
旧

１
１
１
１

１
１
１
１
１
１

５

2ｑ406 14.699

２
４
５
４
０
０
１
１
３
４

髄
Ⅳ
刈
羽
加
泌
犯
姶
銘
仙

299

90

129

188

124燗
、
釦
躯
畑
地
迦
釦
咽
麺
、
“
皿
、
迦
馳
醗
噸
麹
哩

4,758
4,165
9,898
60146
1.974

２
７
４
３
９
４
６
６
１
５
３
５
７
２
３
５
６
０
９
２

週
祀
幽
姐
妃
昭
加
Ⅳ
巧
妬
仰
氾
偲
拠
塑
姐
釘
鯛
加
皿

９
０
０

０
０

１
１
１

１
１

１
１

９０１

９１４

６５２

674

1,720

1,618
2,852
5,179
1,409
914

2,088
7,011
4,233
1,058
８７０

皿
釦
如
弱
布

５
５
４
４
１

１

1,077
1,938
3-400 １剛

魍

1,258
4,205
2,500
６１７

５１９

331

10227
６９１

１６３

１０２

４８９

635

1,535
2,247
1.279

３２２

４１１

972

1,375
７５５

100

127

357

478

228

加
氾
懸
錨
幽
閉
四
脚
唖
繩
別
、
四
Ｗ
肥

６７２

819

1,217
676

3,755

689

1,235
1,463
９９１

９１４

畑
鎚
獅
仰
噸
唖
加
醗
卿
諏
幽
血

２

１

３
０
０
４
３
３
７
５
１
７

２
７
３
９
７
２
７
０
５
４

１
１
２
５
１
１
２
１
１

1,433
８８２

175

５４

213

108

126

３６

注ａ）分類不能の産業を含む。

資料総務庁統計局：昭和62年就業構造基本調査報告全国編ｐ686,690～691,694
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単位1,000人

者

第３次産業 無業者

売・ハ売業 サーヒス業

34.954

卸
噸
蝿
域
鍼
畑
皿
噸
”
、
哩
印
硴
醐
即
麹
、
蜘
肌
幽
繩
幽
岬
噸
、
、
諏
岬
趣
、
噸
創
而
肥
咀
町
閉
的
引
例
犯
配
弱
、
銘
的
閉
型

１
３
１
１
１
５
１
１
１
１
１
１

１ ３
１

．
１

12.977 36.836

1,665
３９４

３６２

６３７

３０９

３０６

５１３

７１７

４６９

４８７

噸
噸
獅
諏
、
加
醜
麹
哩
皿
識
即
晒
皿
翫
皿
獅
朋
朋
汕
狐
蹄
醜
血
、
班
迦
釦
迦
、
聞
拠
狐
繩
哩
船
皿
獅
鯛
躯
皿
、
蠅
蠅
町
蠅
、

1,839
４６３

３９０

６７０

３８０

３５４

５８０

７５５

５１１

５２０

10728
1.635
4,300
2,296
６２６

1,779
1,572
3,676
2,358
７０７

１

３０７

３４２

２２８

２２５

５４２

５３８

986

1,797
４７３

３０１

３１０

３２３

２１３

２３８

５４５

５４０

914

10779
５１６

３３１卸
醗
噸
蜘
弧

778

2,567
1,503
３６４

２９３

２

１

配
妬
図
羽
別

１
２
５
８
５

町
池
迦
禰
鎚
麹
砥
噸
班
那
獅
鎚
哩
班
迦

２６２

３０５

４６７

266

1,663

２６７

５３５

５９８

４００

３４６

１

475

338

570

381
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都iH府県別県民経済計算
単位億円

県 得民所
(分配）

都道府県

６２年度５１年度

国
道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
璽
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
山
島
ロ
島
川
媛
知
岡
貿
崎
本
分
崎
囲
縄

海
奈

歌
児

全
北
脅
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

2.873.0211,422,565

64,689
14,110
13,259
22,727
12,978

12,609
20,635
26,538
20,339
19,820

59,231
52,741

.202,612
88,737
27,302

13,142
13083

8,979
8,450
24,895

21,643
40,231
81,922
19,379
12,166

31,583
121,838
65,420
12,213
11,148

6,2Ｍ
7,874

22,238
35,677
17,656

8,455
11,238
15,494
8,399
54,108

8,855
15,614
18,233
12,038
１ｑ856

l17i937
25,972
25,540
46,643
22,858

23,560
40,757
61,940
43,153
42711

141,464
126,389
409,427
2036881
51,703

25,0Ｍ
23,479
17,459
19,188
47,491

44,602
84,949
170,095
39,130
29,050

62,869
233,431
1190876
24,281
19,189

11,478
14,989
42,040
64,852
31,862

15,933
21,859
27,872
150083

104,120

16,762
27,647
36,2Ｗ
23,859
20,830

31,258
280.969

15,947
9.256

資料経済企画庁経済研究所：県民経済計算年報
平成２年版pl8～25,28,29.526
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1人当たり県民所得

(実数）（単位：1,000円）

６３年度

2.197

1,823
10905

2,206

1,936

10974

2,168

2,201

2,107

20394

2,479
2,405

2,525
2,574

3,743

2,804
ａ388

２０３８７

2,912

2,529

2,382

2,364

20339
2.787

２０４１８

2,200
2558

2,735
2,568

2,861

2,403

1,959

1,983

2,589

1,990

1,949

2,364
２０４５９

2,188
2.291

県別

北海道
冑森
岩手
宮城
秋田
山形
掴２０
新渇
小肝

1,679

10379
1.372

10654
10448

10458

1,550

1,628

10571

1.690

1,753
10698

1,795
1,787
20509

1,998

1,642

1,760

20030

1,827

1,518

10575

10848
10596

1,652

1.778
1,834

10750

1,928

20015

1.965

20032

2,016
20906

2,293

1,950

1,995

20325

20035

10954

1,914

1,907
2,265

1,948
10875
2.077

躯
卸
、
岬
、
、
蝿
皿
細
嘔
皿
唖
畑
噸
鎚
蝿
、
卿
卸
躯
噸
”
噸
蝿
、
噸
軸

１
１
１
２
１
１
１
２
１
２
２
２
２
２
３
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２

０
０
０
０
０
■
Ｄ
Ｐ
５
Ｆ
●
０
０
■
、
、
Ｄ
Ｐ
０
０
０
，
０
，
Ｄ
Ｐ
０

籾
幽
躯
趣
却
、
、
麹
釦
麺
鐘
識
哩
蠅
岬
懸
諏
幽
即
恕
繩
辿
翻
恕
麹
銅
、
緬
鋤
卸
邪
獅
翻
”
函
蠅
鎚
噸
弛
蠅

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

６
３
Ｄ
０
９
●
０
０
０
ｐ
、
■
●
６
９
Ｄ
０
０
０
９
９
０
Ｆ
０
０
０
０
０
■
分
り
、
、
Ｆ
Ｄ
０
０
Ｂ
ｐ
。

城
木
馬
玉
蕊
京
川
梨
野
岡
山
川
阜
知
画
井
賀
都
阪
駆
良
山
取
根
山
周
ロ
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
蝿
計

十

叶
叶

叶
叶

肘
：

奈
歌

児
国

小
小

小
小

小
小

茨
栃
群
埼
千
束
神
山
長
静
富
石
岐
愛
三
楓
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
商
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖
全

10775

1,763
10742
1.660

10977

1.693

1,660

1,821

10767
10936

20066
1,816

10490

1,531

1,901

1,489

1,434

1,693

1,833

10529
1.667

20074
20182

2,365

2,036

1,625

1,636
2」5１

20351
20318

20563
2,168

1,746

1,809
2.321

1,661

1,615

10977
2,032
10755
1.889

1,774
1,756

20093

20211

10924
2.041

７
４
６
３
７

田
皿
“
“
鯛

１
１
１
１
１

”
“
妬
岻
旧
佃
的
脆
弱
ｕ
炬
聞
町
弱

８
９
７
７
８
１
８
６
８
８
７
６
６
８

０
０
０
０
０
０
０
０
Ｐ
Ｂ
０
０
０
●

１
１
１
１
１
２
１
１
１
１
１
１
１
１

砿
独
釦
疵
吋
細
皿
懸
噸
蠅
卿
蠅
租
哩

２
２
１
１
２
２
２
１
２
２
１
１
１
２

■
、
、
Ｐ
Ｃ
Ｐ
０
０
■
Ｃ
Ⅲ
０
９
６

10486

1,671
1,472

1,495
1.527

10272

10399

10212

10252
1277

６
５
０
１
１
８
６
０
７

４
１
７
４
９
７
６
８
２

９
７
５
７
６
５
５
４
７

８
６
、
、
Ｐ
、
０
０
▲

１
１
１
１
１
１
１
１
１

２
９
３
４
２
７
９
２
３

６
６
４
６
５
９
１
６
７

４
２
１
２
２
１
１
０
２

，
９
，
０
‘
０
０
０
▲

１
１
１
１
１
１
１
１
１

３
３
６
３
６
３
２
８
３

泥
兜
調
艶
姐
蛇
弱
”
鍋

０
０
０
Ｐ
０
９
、
け
■

１
１
１
１
１
１
１
１
１

2.225 2.5222.0541.8091.486
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